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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
(1) 連結経営指標等
　

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 58,070 53,695 43,071 92,842 96,709

経常利益 (百万円) 797 1,699 7,469 13,693 12,584

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △417 294 4,005 8,624 8,428

純資産額 (百万円) 26,541 26,796 34,008 45,920 53,048

総資産額 (百万円) 84,383 66,476 93,029 99,127 97,489

１株当たり純資産額 (円) 472.94 477.80 194.29 253.21 282.67

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △7.44 5.25 22.88 48.66 46.33

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 4.92 21.33 45.94 44.91

自己資本比率 (％) 31.5 40.3 36.6 46.3 54.4

自己資本利益率 (％) ― 1.1 13.2 21.6 17.0

株価収益率 (倍) ― 112.7 44.5 17.6 7.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,854 3,671 6,558 14,142 13,947

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,003 5,421 9,751 △8,238 △13,261

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,803 △11,998 △2,200 △1,624 △2,069

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 15,455 12,570 19,579 23,952 22,262

従業員数
(ほか平均臨時雇用者数)

(名)
3,387
(327)

2,990
(299)

6,360
(328)

7,810
(496)

8,177
(870)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　第80期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失であるため、記載して
おりません。

３　当社は平成17年10月１日をもって、当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収
分割により両社の水晶事業を統合いたしました。事業統合に際し、当社はセイコーエプソン株式会社に普通株
式99,000,000株および種類株式20,000,000株を割当交付し、当社はセイコーエプソン株式会社の連結子会社
となりました。

　　当社は第82期の連結財務諸表の作成にあたり、会計制度委員会研究報告第７号「会社分割に関する会計処理」
(平成13年３月30日　日本公認会計士協会)に基づき、平成17年12月27日に公表されました「企業結合会計基準
及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第10号)に準じた
会計処理を適用しました。

　　具体的にはセイコーエプソン株式会社の水晶事業を取得企業、当社(旧東洋通信機株式会社)を被取得企業とし
たパーチェス法により連結財務諸表を作成しております。

　　取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成17年10月１日設立の新設会社と同様に位置づけ
られるため、第82期の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっておりま
す。

４　純資産額の算定にあたり、第83期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第
５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８
号）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 54,321 50,572 56,967 90,992 94,794

経常利益 (百万円) 1,124 737 4,705 10,204 9,545

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 158 △352 6,078 5,982 5,597

資本金 (百万円) 9,560 9,560 9,560 10,913 12,266

発行済株式総数 (株) 56,246,17456,246,174175,246,174181,599,113187,952,054

純資産額 (百万円) 25,396 25,062 36,337 44,795 50,991

総資産額 (百万円) 79,000 62,102 84,642 89,890 86,951

１株当たり純資産額 (円) 452.54 446.89 207.59 247.00 271.71

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

5.00

(―)

10.00

(5.00)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 2.83 △6.28 52.67 33.76 30.77

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 47.45 31.87 29.82

自己資本比率 (％) 32.1 40.4 42.9 49.8 58.6

自己資本利益率 (％) 0.6 ― 19.8 14.7 11.7

株価収益率 (倍) 187.6 ― 19.3 25.3 11.3

配当性向 (％) ― ― ― 14.8 32.5

従業員数
(ほか平均臨時雇用者数)

(名)
1,298
(173)

1,136
(144)

1,543
(195)

2,131
(386)

2,155
(764)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第80期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、転換社債の潜在株式を調整した計算により１

株当たりの当期純利益金額が減少しないため、記載しておりません。

また、第81期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失であるため、記

載しておりません。

３　当社は平成17年10月１日をもって、当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収

分割により両社の水晶事業を統合いたしました。事業統合に際し、当社はセイコーエプソン株式会社に普通株

式99,000,000株および種類株式20,000,000株を割当交付し、当社はセイコーエプソン株式会社の連結子会社

となりました。

４　純資産額の算定にあたり、第83期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。
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２ 【沿革】

明治24年７月吉村商会と称し通信機器類の製造販売を開始

昭和13年11月吉村商会からその後分離独立した明昭電機株式会社及び東洋無線電信電話株式会社

の両者が合併して東洋通信機株式会社を設立

昭和24年11月企業再建整備法に基づき、従来の東洋通信機株式会社を解散し、その現物出資による

第二会社として東通電気株式会社(資本金6,000万円)を設立

昭和27年11月東洋通信機株式会社と商号を変更

昭和35年６月人工水晶の量産を開始

昭和46年８月東京証券取引所市場第一部に上場

昭和48年８月トヨコム商事株式会社を設立(現・連結子会社)

昭和55年３月アメリカにTOYOCOM U.S.A., INC.を設立(現・連結子会社)

昭和61年８月株式会社トヨコムシステムズを設立(現・連結子会社)

昭和63年５月タイに合弁会社ORIENTAL ELECTRONICS DEVICE CO.,LTD.(現・EPSON

TOYOCOM(THAILAND)LTD.)を設立(現・連結子会社)

平成８年４月 インドネシアにPT.TOYOCOM INDONESIA(現・PT.EPSON TOYOCOM INDONESIA)を設立(現

・連結子会社)

平成12年６月アメリカにTOYOCOM DEVICES OF AMERICA,INC.(現・EPSON TOYOCOM SEATTLE,INC.)を

設立(現・連結子会社)

平成13年７月中国に東洋通信機(無錫)有限公司(現・EPSON TOYOCOM(WUXI)CO.,LTD.)を設立(現・

連結子会社)

平成14年６月本店を神奈川県川崎市に移転

平成17年10月当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収分割により

両社の水晶事業を統合し、商号をエプソントヨコム株式会社に変更

分社型吸収分割に伴いEPSON PRECISION(MALAYSIA)SDN.BHD.(現・EPSON TOYOCOM

MALAYSIA SDN.BHD.)の株式を承継(現・連結子会社)

平成18年６月本店を東京都日野市に移転
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３ 【事業の内容】

当社は、セイコーエプソン株式会社の子会社であり、同社は「情報関連機器、電子デバイス、精密機器など

の開発、製造、販売」を主な事業としております。

当社グループは、当社及び連結子会社８社により構成され、「水晶振動子、水晶応用製品、SAWデバイス及

び光デバイス等の水晶関連製品の製造、販売」を主な事業としております。

　

当事業については、当社で製造販売するほか、製品の一部は親会社の海外販売子会社を通じて国外に販売

されております。また、連結子会社EPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD.、EPSON TOYOCOM(THAILAND)LTD.、

EPSON TOYOCOM(WUXI)CO.,LTD.、PT.EPSON TOYOCOM INDONESIA、及びEPSON TOYOCOM SEATTLE,INC.よりその

製品の一部を購入しており、親会社の海外生産子会社であるEPSON TOYOCOM SUZHOU CO.,LTD.、EPSON

PRECISION(PHILIPPINES),INC.、及び親会社の国内生産子会社であるオリエント時計株式会社、エプソンア

トミックス株式会社より材料・部品の一部を購入しております。

　

なお、当社グループの製品等の輸送等物流業務並びにその他サービス事業については、連結子会社トヨコ

ム商事株式会社に、ソフトウェア等製作については、連結子会社株式会社トヨコムシステムズにその一部を

委託しております。

　

EDINET提出書類

エプソントヨコム株式会社(E01791)

有価証券報告書

  5/104



事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(親会社)

セイコーエプソン株式会社
　　　　　　　　　(注)３

東京都新宿区 53,204

情報関連機器、電
子デバイス、精密
機器などの開発、
製造、販売

― 67.02
当社製品の販売並びに同社
製品の一部につき購入。

(連結子会社)

トヨコム商事株式会社
神奈川県
高座郡寒川町

34
当社製品の輸送・
物流・その他サー
ビスの受託。

100 ―
当社製品の輸送・物流・そ
の他サービスの受託。
役員の兼任　４名

株式会社
トヨコムシステムズ

神奈川県
高座郡寒川町

10
プログラムソフト
作成業務の受託。

100 ―
プログラムソフト作成業務
の受託。
役員の兼任　３名

EPSON TOYOCOM MALAYSIA
SDN.BHD.
　　　　　　　　　(注)２

マレーシア・
クアラルンプール

千マレーシア
リンギット
16,000

水晶機器製造、販
売

100 ―
水晶機器の製造、販売
役員の兼任　１名

EPSON TOYOCOM
(THAILAND)LTD.
                  (注)２

タイ・チェチェン
サオ

千バーツ
850,000

水晶機器製造、販
売

100 ―
水晶機器の製造、販売。
役員の兼任　３名

EPSON TOYOCOM(WUXI)
CO.,LTD.
                  (注)１

中華人民共和国
・江蘇省無錫市

千人民元
82,767

水晶機器製造、販
売

100
(15)

―
水晶機器の製造、販売。
役員の兼任　４名

PT.EPSON 
TOYOCOM INDONESIA
　　　　　　　　　(注)２

インドネシア・
バタム

千米ドル
10,000

水晶機器製造、販
売

100 ―
水晶機器の製造、販売。
役員の兼任　３名

EPSON TOYOCOM 
SEATTLE,INC.
　　　　　　　　　(注)２

米国・
ワシントン州

千米ドル
15,000

水晶機器製造、販
売

100 ―
水晶機器の製造、販売。
役員の兼任　２名

TOYOCOM U.S.A.,INC.
米国・
カリフォルニア

千米ドル
100

――

(清算手続中)
100 ― ―

(注) １　議決権の所有割合欄の(内書)は間接所有であります。

２　上記のうち連結子会社であるEPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD.、EPSON TOYOCOM(THAILAND)LTD.、PT.EPSON

TOYOCOM INDONESIA、及びEPSON TOYOCOM SEATTLE,INC.は特定子会社であります。

３　上記のうち親会社であるセイコーエプソン株式会社は有価証券報告書の提出会社であります。

４　上記子会社の売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合がそれぞれ100分の10以

下であるため主要な損益情報等の記載を省略しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年３月31日現在

区分 従業員数(名)

全社(共通)
8,177
(870)

合計
8,177
(870)

(注) １　従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。

３　事業の種類別セグメントについて記載を省略している為、従業員数は全社(共通)としております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

　　 2,155(764) 41.7 19.2 6,770

(注) １　従業員数は当社から他社への出向者を除く就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合は次のとおりであります。

名称 東洋通信機労働組合 セイコーエプソン労働組合

所属人員 865人 473人

所属上部団体
全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会
(電機連合)

JAM

労使関係 特記すべき紛争を起したことなく、両組合と穏健な労使関係を維持しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度の経済環境を振り返りますと、米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライム

ローン）問題をきっかけとする金融・資本市場の動揺が世界的に波及する中で、年央までは国内経済も

輸出を中心として底堅さを保っておりました。しかし、米国市場の変調や高止まりする原油価格、年明け

から続くドル安・円高が外需依存の強い日本企業の業績懸念材料となり、国内での株安が加速する状況

となりました。 

　このような状況下、当社グループは、携帯電話市場での順調な需要拡大と、デジタル家電市場の好調さに

支えられて、大幅な数量の増加により、売上高は前年度を上回る実績を達成することができました。しか

しながら、水晶発振器等の応用製品から振動子への需要のシフトや全体的な数量の伸びに伴い平均販売

価格が低下したこと、原油高等に起因する原材料価格の高騰の影響もあり製品のコストダウンが当初計

画より遅れたこと、堅調な市場動向をふまえた工場建物や生産設備を増強するなど将来の需要への対応

のため生産体制の強化を図ってまいりましたが、それに伴う費用等の負担が増加したことなどにより、営

業利益は前年度を下回る結果となりました。 

　また、平成14年３月27日付で行った特別目的会社を利用した旧川崎本社ビルの不動産流動化スキームの

解消に伴い、当該特別目的会社との匿名組合契約に基づく利益の分配（営業外収益３５億円）が発生し

ましたが、円高による為替変動の影響を受け、経常利益、当期純利益につきましても、前年度を下回る結果

となりました。 

　当社グループが平成17年10月１日にセイコーエプソン株式会社の水晶事業と事業統合して以来、２年半

が経過いたしました。この間、両社の様々なノウハウについてシナジー効果を追求するとともに、研究開

発、生産設備および拠点整備などにも充分な投資を行い、今後の展開に備えた基盤強化を図ってまいりま

した。 

　新製品開発の面では引き続き技術開発のスピードアップを図り、「カーナビゲーション向け高精度ジャ

イロセンサ」や「デジタルスチルカメラの高画質化に貢献する新構造光学ローパスフィルタ」、「高精

度・低消費電流リアルタイムクロックモジュール」等の新製品発表につなげました。その他にも、調達や

物流、管理費の削減に努め、原価低減に取り組んでまいりました。 

以上の成果として、当連結会計年度の売上高は96,709百万円（前期比4.2％増）、営業利益は8,024百万

円（前期比2,952百万円減少）、経常利益は12,584百万円（前期比1,108百万円減少）、当期純利益は

8,428百万円（前期比196百万円減少）となりました。
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１　事業の種類別セグメント

事業の種類別セグメントについては、「第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］(1)[連結財務諸

表]　注記事項(セグメント情報)[事業の種類別セグメント情報]　当連結会計年度」に記載のとおり、全

セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める「水晶機器製造」の

割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。

　

２　所在地別セグメント

①　日本

携帯電話市場での順調な需要拡大と、デジタル家電市場の好調さに支えられて売上高は順調に推

移したものの、水晶発振器等の応用製品から振動子への需要のシフトや全体的な数量の伸びに伴い

平均販売価格が低下したこと、原油高等に起因する原材料価格の高騰の影響もあり製品のコストダ

ウンが当初計画より遅れたこと、堅調な市場動向をふまえた工場建物や生産設備を増強するなど将

来の需要への対応のため生産体制の強化を図ってまいりましたが、それに伴う費用等の負担が増加

したことなどにより、外部顧客に対する売上高96,626百万円（前年同期比4.2％増）、セグメント間

の内部売上高又は振替高10,232百万円（前年同期比31.1％増）、営業利益6,809百万円（前年同期比

2,911百万円減少）となりました。

　

②　北米

セグメント間の内部売上高又は振替高424百万円（前年同期比5.9％減）、営業利益96百万円（前

年同期比16百万円減少）となりました。

　

③　アジア等

アジア地区での生産拡大により内部売上高が増加した結果、外部顧客に対する売上高82百万円

（前年同期比6.5％減）、セグメント間の内部売上高又は振替高34,665百万円（前年同期比25.7％

増）、営業利益1,048百万円（前年同期比115百万円増加）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは13,947百万円の収入となりました。これは税

金等調整前当期純利益や減価償却費及び、利息及び配当金の受取額等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは13,261百万円の支出となりました。これは主に有形固定資産の

取得による支出によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは2,069百万円の支出となりました。これは長期借入金の返済等に

よるものであります。

これらの結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は期首に比べ1,689百万円減少し、

22,262百万円となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

　

項目 金額(百万円) 前年同期比(％)

生産高 97,190 ＋4.8

受注高 96,530 ＋0.9

販売高 96,709 ＋4.2

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　生産高の金額の算出基準は販売価格によっております。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

EPSON HONG KONG LTD. 11,912 12.8 17,476 18.1

EPSON SINGAPORE PTE.LTD.13,839 14.9 10,238 10.6

EPSON TAIWAN TECHNOLOGY & 
TRADING LTD.

7,566 8.1 9,760 10.1
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３ 【対処すべき課題】

当社グループを取り巻く環境につきましては、携帯電話を中心としたデジタル機器市場の拡大およびそ

れら機器の多機能化にともなう水晶デバイス製品の需要量の増加が見込まれるものの、為替や米国経済の

動向の不透明感、原油高に起因する原材料価格の更なる上昇、製品価格競争の激化など、引き続き予断を許

さない状況が続くものと予想されます。

このような経営環境の中で当社グループは、基本事業戦略である3D戦略を強力に推し進め、コア技術と知

的財産に裏付けられたフォトエッチング加工などの微細加工技術（QMEMS）により、超小型、高精度、高品質

かつコスト競争力のある水晶デバイス群の製品化に注力するとともに、３つのデバイスを融合したモ

ジュール製品の事業化などによる新事業領域の拡大にも努めてまいります。また、お客様への供給責任と生

産のリスク分散を視野に入れたグローバルな生産体制を実現すべく、適切な設備投資を行うとともに、各生

産拠点の役割に応じたリソースの再配置を行い生産の高効率化を進めてまいります。そして、これら施策を

着実に遂行することにより、当社グループの成長戦略を確実なものにしてまいります。 

更に、様々な場面における企業の社会的責任を認識し、信頼される企業を目指すとともに、経営の透明性

確保のため内部統制システムの充実を図ってまいる所存です。

　

(注) 1. 3D（スリーディー）戦略 

「TD：Timing Devices（水晶振動子、水晶発振器など)」「SD：Sensing Devices（ジャイロセンサなど)」 

「OD：Optical Devices（光学部品など)」の３つのデバイスを中核として、それぞれのデバイスの高付加価

値化を追求するとともに、３つのデバイスを融合しモジュール化する方向での高付加価値化も同時に追求す

る戦略です。 

2. QMEMS（「Quartz」＋「Micro-Electro-Mechanical-Systems」）

水晶デバイス業界では、超小型と高精度の両立は将来に亘って市場の求める流れであり、技術的難易度もます

ます高くなることが予想されます。当社グループでは従来の機械加工の限界を超えるものとして、フォトエッ

チング加工などの微細加工技術により小型化を実現し、水晶の持つ優れた特性を引き出すことで高精度化も

同時に達成してまいります。当社グループでは、このような水晶素材への微細加工技術を用いて、機械・電子

・光・化学などに関する様々な機能を集結し、高精度・高安定等の付加価値を携えた水晶デバイスを「QMEMS

（「Quartz」＋「Micro-Electro-Mechanical-Systems」）」と定義いたしました。 
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４ 【事業等のリスク】

当社は、当社グループの事業展開上リスクとなる可能性のある主な要因として、下記のとおり認識してお

り、これらリスク発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。

なお、下記の記載は、当社グループの事業に関する全てのリスクを網羅したものでなく、かつ文中におけ

る将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 市況

当社グループはエレクトロニクス業界に属しており、デジタル家電市場や携帯電話機市場向けの電子

部品を中心とした水晶機器事業を展開しております。当社グループでは市場の変化を速やかに察知し、事

業の選択と集中に努めておりますが、景気変動に伴う個人消費や企業の設備投資の動向等が当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 価格競争

当社グループは事業を展開する市場において激しい競争にさらされており、製品価格が低下する傾向

にあります。当社グループでは、高付加価値製品の投入やコスト削減等による収益力の向上に努めており

ますが、競争の更なる激化や長期化が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 海外展開

当社グループは、市場のグローバル化に対応して、生産及び販売を海外に展開しており、今後も積極的

に行う方針であります。このため、為替変動、進出国の経済動向及び政治・社会情勢の変化が当社の業績

に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 在庫リスク

当社グループは、得意先の短納期要求に対応して、受注生産を基本に生産革新活動によるリードタイム

短縮等を図り棚卸資産の効率化に努めておりますが、得意先の需要予測の変動等によっては、在庫リスク

を抱える恐れがあります。このため、定期的な製品統廃合等の実施により棚卸資産の適正化に努めている

ことから、棚卸資産処分費用等の発生が見込まれます。

(5) 退職給付債務

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資

産及び退職給付信託の期待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、

または前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般

的には将来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。今後の割引率の低下

や運用利回りの悪化は当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当連結会計年度の研究開発活動は、開発部門が中期計画に則り、エプソングループとの連携もふまえ、

湘南事業所・伊那事業所の２拠点を中心に新商品の開発及びこれに付随した要素技術の開発を中心に

行っております。また、技術部門が要素技術を新商品に展開し、顧客の多様な要求に対応しております。

当連結会計年度における研究開発費は2,161百万円であり、主な研究開発活動は、以下のとおりであり

ます。

当社グループでは、携帯電話をはじめとする移動体通信機器、情報通信装置、DSC（デジタルスチルカメ

ラ）、小型オーディオ機器、プロジェクター等の各種電子機器に用いられる水晶振動子、水晶発振器、水晶

フィルタ、SAWデバイス、センシングデバイス、オプトデバイス等の開発を行っています。また、市場の小型

化・高精度化・高密度化要求に対応するため、QMEMS（水晶素材をベースに精密微細加工を施し、小型・

高性能を提供する水晶デバイス）技術をさらに進化・発展させることによる、下記をはじめとする新商

品の開発を積極的に行っております。

　・QMEMS技術を用いた超小型・超薄型音叉型SMD振動子の開発 

　・QMEMS技術を用いた超小型・超薄型AT振動子および発振器の開発 

　・水晶加工技術と高周波回路技術を用いた高周波数帯高精度SAW発振器の開発 

　・SAWの特徴を生かしたトランスミッターモジュールの開発 

　・QMEMS技術を用いた車載用ジャイロセンサの開発 

　・圧力センサの開発 

　・次世代ディスク用光学デバイスの開発 
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態及び経営成績

①　財政状態

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末（以下「前期末」という）と比べて1,637百万円

減少して97,489百万円となりました。

流動資産は、51,223百万円（前期末比2,505百万円減少）であります。主な減少の要因は、有価証券の

償還による減少によるものであります。

固定資産は、46,266百万円（前期末比867百万円増加）であります。主な増加の要因は、繰延税金資産

が減少したものの有形固定資産の増加によるものです。

当連結会計年度末の負債合計は、前期末と比べて8,765百万円減少して44,441百万円となりました。

流動負債は34,880百万円（前期末比11,404百万円増加）、固定負債は9,560百万円（前期末比20,169

百万円減少）であります。有利子負債は、14,354百万円（前期末比627百万円減少）となりました。この

うち長期借入金10,487百万円が一年内となり、流動負債に表示されております。

また、退職給付制度の移行等により退職給付引当金が減少しており、新株予約権の行使により新株予

約権付社債が減少しております。

当連結会計年度末の純資産合計は、当期純利益の計上、新株予約権の行使等により前期末と比べて

7,127百万円増加して53,048百万円となりました。

　

②　経営成績

当連結会計年度の売上高は96,709百万円（前期比4.2%増）、営業利益は8,024百万円（前期比2,952

百万円減少）、経常利益は12,584百万円（前期比1,108百万円減少）、当期純利益は8,428百万円（前期

比196百万円減少）であります。

詳細につきましては、「第２［事業の状況］１［業績等の概要］」を参照願います。

　

(2) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループは、従来から、主に営業活動から生み出される資金と社債や銀行借入により事業資金をま

かなっています。

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前当期純利益や減価償却費及び、

利息及び配当金の受取額等により13,947百万円の収入となりました。また、投資活動によるキャッシュ・

フローは有形固定資産の取得による支出等により13,261百万円の支出となりました。以上のことから営

業活動による資本の財源は十分に確保されており、長期借入金の返済等を実施したため、財務活動による

キャッシュ・フローは2,069百万円の支出となりました。

これらの結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は期首に比べ1,689百万円減少し、

22,262百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は12,684百万円であり、所要資金については自己資金を充当しました。

当連結会計年度には、需要増に伴う安定供給体制構築のため、タイの生産子会社の工場建物を増築し、生

産設備の増強を図るとともに、中国（無錫市）の生産子会社へも生産体制の強化を図っております。

また、国内の生産設備についても増強を図るため、主にジャイロセンサ生産設備、水晶振動子生産設備の

設備投資を行いました。

生産能力に影響を及ぼす重要な除却、売却等はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容
土地面積
(千㎡)

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

土地
建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

工具・
器具及び
備品

合計

本社
(東京都日野市)

本社機能 － － 22 － 22 44
252
(25)

湘南事業所
(神奈川県高座郡寒川町)

生産、設計
及び開発設
備他

104 6,5602,328 128 147 9,164
178
(14)

伊那事業所
(長野県上伊那郡箕輪町)

生産設備他
39
(1)

125 2,9814,589 464 8,160
756
(246)

保原事業所
(福島県伊達市保原町)

生産設備他
35
(5)

401 506 922 163 1,994
398
(160)

小高事業所
(福島県南相馬市小高区)

生産設備他
44
(0)

255 687 1,072 71 2,087
203
(74)

宮崎事業所
(宮崎県宮崎郡清武町)

生産設備他 37 220 1,3342,139 103 3,797
332
(240)

(注) １　土地面積欄の(外書)は、借用中のものであります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　上記金額は、連結調整後の金額であります。

　

(2) 在外子会社

平成20年３月31日現在

会社名
(所在地)

設備の内容
土地面積
(千㎡)

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

土地
建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

工具・
器具及び
備品

合計

EPSON TOYOCOM 
MALAYSIA SDN.BHD.
(マレーシア・
クアラルンプール)

生産設備他 32 367 451 5,513 83 6,4153,321

EPSON TOYOCOM(WUXI)
CO.,LTD.
(中華人民共和国・
江蘇省無錫市)

生産設備他 － － 414 1,197 30 1,641 524

PT.EPSON TOYOCOM 
INDONESIA
(インドネシア・バタム)

生産設備他 13 － 132 64 12 209 305

EPSON TOYOCOM(THAILAND)
LTD.
(タイ・チェチェンサオ)

生産設備他 54 247 3,6342,128 90 6,1001,637

EPSON TOYOCOM SEATTLE,
INC.
(米国・ワシントン州)

生産設備他 34 45 452 696 0 1,194 6
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

EPSON TOYOCOM(WUXI)CO.,
LTD.

(中華人
民共和国
・ 
江蘇省無
錫市)

新工場 1,3001,125自己資金
平成19年
９月

平成20年
６月

小型高性能
AT振動子・
発振器の増
産

　

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 680,000,000

甲種種類株式 20,000,000

計 700,000,000

(注)　平成20年６月27日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数について甲種種類株

式の記載が削除されたため、20,000,000株減少し、680,000,000株となっております。

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 187,952,054187,952,054
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 187,952,054187,952,054― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年４月１日～
平成18年３月31日
(注) １

119,000,000175,246 ― 9,560 4,713 14,264

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 
(注) ２

6,352,939181,599 1,353 10,913 1,346 15,611

平成19年４月１日～
平成20年３月31日
(注) ２、３

6,352,941187,952 1,353 12,266 1,346 16,958

(注) １　当社は平成17年10月１日をもって、当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収

分割により両社の水晶事業を統合いたしました。事業統合に際し、当社がセイコーエプソン株式会社に普通株

式99,000,000株および種類株式20,000,000株を割当交付したことによる増加であります。

２　新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。

３　平成20年２月28日付で、当社定款の定めにより、甲種種類株主から当社が普通株式を当該株主に交付するのと

引換えに甲種種類株式20,000,000株全数を取得するよう請求がありましたので、同日付で当該甲種種類株式

を取得するとともに当社普通株式を新たに20,000,000株発行いたしました。なお、同日開催の当社取締役会決

議により、取得した当該甲種種類株式全数を同日付で消却いたしました。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 41 67 116 87 6 11,66511,982 ―

所有株式数
(単元)

― 11,5053,511126,2509,835 31 36,182187,314638,054

所有株式数
の割合(％)

― 6.14 1.87 67.41 5.25 0.02 19.31100.00 ―

(注) １　自己株式284,059株は、「個人その他」に284単元、「単元未満株式の状況」に59株含まれております。

なお、期末日現在の実質的な所有株式数も284,059株であります。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

セイコーエプソン株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 125,352 66.69

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,953 1.57

モルガン・スタンレーアンド　
カンパニーインク（常任代理人
　モルガン・スタンレー証券株
式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK
10036,U.S.A
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号）

1,320 0.70

バンク　オブ　ニューヨーク　
ジーシーエム　クライアント　ア
カウント　ジェイピーアールデ
イアイエスジーエフイーエイ
シー(常任代理人　株式会社三菱
東京UFJ銀行　決済事業部)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

1,199 0.64

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,147 0.61

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号　晴海
アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟

1,002 0.53

ユニオン　バンケ　プリベ　ルク
セ ン ブ ル グ 　 エ ス エ ー 　
497200(常任代理人　株式会社三
井住友銀行)

18,BOULEVARD ROYAL L－2449 
LUXEMBOURG　LUXEMBOURG
(東京都千代田区丸の内二丁目３番２号)

800 0.43

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 766 0.41

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セ
キュリティーズ（ジャパン）リ
ミテッド（ビー・エヌ・ピー・
パリバ証券会社）

東京都千代田区丸の内一丁目９番１号　
グラントウキョウノースタワー

663 0.35

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(住友信託銀行再
信託分・アンリツ株式会社退職
給付信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 585 0.31

計 ― 135,788 72.25

(注) １　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、資

産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口

４)、及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(住友信託銀行再信託分・アンリツ株式会社退職給付

信託口)の所有株式は信託業務に係る株式であります。

２　大株主は、平成20年３月31日現在の株主名簿に基づくものであります。なお、フィデリティ投信株式会社から平

成19年７月３日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書、平成19年８月７日付で関東財務局長に提出

された変更報告書NO.1、平成19年10月５日付で関東財務局長に提出された変更報告書NO.2及び平成19年11月

７日付で関東財務局長に提出された変更報告書NO.3により、平成19年10月31日現在で以下の株式を所有して

いる旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末の実質所有株式数の確認ができない部分につい

ては上記表には含めておりません。

　

大量保有者名 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号
城山トラストタワー

5,037 2.68

計 ― 5,037 2.68
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式普通株式 284,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 187,030,000 187,030 　　　　〃　(注)１

単元未満株式 普通株式 638,054 ― 　　　　〃　(注)２

発行済株式総数 187,952,054― ―

総株主の議決権 ― 187,030 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式59株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
エプソントヨコム
株式会社

東京都日野市日野421-８ 284,000 ― 284,000 0.15

計 ― 284,000 ― 284,000 0.15

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　
【株式の種類等】
　

　会社法第155条第４号に該当する甲種種類株式及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　 (2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価格の総額（円）

当事業年度における取得自己株式
　普通株式 39,798 31,464,726

　甲種種類株式 20,000,000 （注）２

当期間における取得自己株式 2,104 727,374

(注) １　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含めておりません。

２　当社は、甲種種類株式20,000,000株の取得と引換えに、当社普通株式20,000,000株を交付いたしました。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式
　甲種種類株式

（注）２ ― ―
20,000,000

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数
　普通株式

―
　普通株式

―
284,059 286,163

(注) １　当期間における保有自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含めておりません。

２　当該自己株式は当社普通株式の交付と引換えに取得したものであり、処分価格の総額については該当ありませ

ん。
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３ 【配当政策】

当社は継続して経営の改善と効率化推進により適正利潤の確保に努め、株主のみなさまへの利益還元

の維持・向上を基本方針としております。これに加えて経営基盤を強化するための内部留保の増強もま

た重要課題としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

なお、当期の配当は中間配当５円に期末配当５円を加えた年間10円といたしました。次期の配当は中

間、期末ともに５円の年間10円を予定しております。

また、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
(円)

平成19年10月30日
取締役会決議

906 5

平成20年６月27日
定時株主総会決議

938 5

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 758 690 1,210 1,177 1,064

最低(円) 296 383 411 673 313

(注)　株価については、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 764 624 555 471 433 402

最低(円) 587 484 464 353 370 313

(注)　株価については、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長 ― 加々美　健　雄 昭和18年11月18日生

昭和41年４月 松島工業株式会社(現セイコーエ

プソン株式会社)入社

(注)２ 4

平成２年６月 セイコーエプソン株式会社水晶デ

バイス営業部長

平成５年４月 Epson Precision (Malaysia) 

SDN. BHD.出向　社長

平成９年４月 セイコーエプソン株式会社水晶デ

バイス事業部長

平成10年６月 同社取締役水晶デバイス事業部長

平成16年11月 同社常務取締役水晶デバイス事業

部長

平成17年６月

平成19年６月

平成20年６月

当社代表取締役社長

当社代表取締役会長

当社取締役会長(現任)

代表取締役
社長

― 宮　澤　　　要 昭和23年11月10日生

昭和49年４月 株式会社諏訪精工舎(現セイコー

エプソン株式会社)入社

(注)２ 4

平成元年３月 セイコーエプソン株式会社生産技

術部長

平成３年２月 同社TFT部長

平成７年４月 同社液晶表示体設計部長

平成８年11月 同社水晶デバイス設計技術部長

平成14年４月 同社水晶デバイス開発設計部長

平成15年10月 同社水晶デバイス事業部副事業部

長兼デバイス戦略推進部長

平成17年４月 同社水晶デバイス事業部副事業部

長兼水晶デバイス統合プロジェク

ト部長

平成17年６月

平成19年６月

当社代表取締役専務取締役

当社代表取締役社長(現任)

常務取締役
生産統括
部長

大　槻　正　博 昭和24年９月15日生

昭和43年４月 松島工業株式会社(現セイコーエ

プソン株式会社)入社

(注)２ 1

昭和50年10月 Asian Precision (Malaysia) 

SDN. BHD.出向

平成４年６月 Epson Precision (Malaysia) 

SDN. BHD.出向

平成８年４月 セイコーエプソン株式会社水晶デ

バイス製品部長

平成14年４月 同社水晶デバイス商品部長

平成17年６月

平成19年６月

当社取締役

当社常務取締役(現任)

常務取締役
開発技術

統括部長
田　中　良　明 昭和24年６月６日生

昭和51年４月 当社入社

(注)２ ―

平成９年７月 当社水晶技術本部振動子技術部長

平成13年４月 当社トヨコムデバイスカンパニー

発振器技術部長

平成14年12月 当社トヨコムデバイスカンパニー

技術本部オートモーティブデバイ

ス部長

平成16年10月 当社トヨコムデバイスカンパニー

技術管理本部長

平成17年10月 当社開発技術統括部長

平成18年６月 当社取締役

平成19年６月 当社常務取締役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常務取締役
A＆F統括
部長

滝　澤　　　享 昭和33年６月30日生

昭和56年４月 株式会社諏訪精工舎(現セイコー

エプソン株式会社)入社

(注)２ ―

平成10年11月 セイコーエプソン株式会社法務部

長

平成14年４月 同社経営管理室コーポレート企画

部長

平成15年４月 同社経営管理室経営企画部長

平成17年10月 当社に出向

当社A＆F統括部長

平成18年６月

平成20年６月

当社取締役

当社常務取締役(現任)

常務取締役
営業統括
部長

林　　　睦　夫 昭和27年６月４日生

昭和50年４月 株式会社明電舎入社

(注)２ ―

平成11年11月 セイコーエプソン株式会社入社

平成15年11月 同社水晶デバイス開発設計部長

平成17年10月 当社に出向

当社開発技術統括部長

平成19年６月

平成20年６月

当社取締役

当社常務取締役(現任)

取締役

生産統括
部長

兼QZビジネス
ユニット部長

北　村　政　幸 昭和31年９月18日生

昭和57年４月 松島工業株式会社(現セイコーエ

プソン株式会社)入社

(注)２ ―

平成６年２月 Epson Precision (Malaysia) 

SDN. BHD.出向

平成15年11月 セイコーエプソン株式会社水晶デ

バイス商品部長

平成17年10月 当社に出向

当社QZビジネスユニット部長

平成18年４月 当社生産統括部長

平成20年６月 当社取締役(現任)

取締役
開発技術
統括部長

伊　東　紀　夫 昭和32年３月19日生

昭和56年12月 株式会社諏訪精工舎(現セイコー

エプソン株式会社)入社

(注)２ ―

平成３年７月 セイコーエプソン株式会社素材技

術研究室長

平成６年10月 同社機構技術研究室長

平成13年７月 同社高周波技術開発室長

平成15年４月 同社デバイス創生開発部長

平成15年７月 同社水晶デバイス開発設計部長

平成17年10月 当社に出向

当社設計部長

平成18年７月 当社開発技術統括部長

平成20年６月 当社取締役(現任)

監査役
(常勤)

― 喜　多　勝　彦 昭和26年６月28日生

昭和47年４月 株式会社諏訪精工舎(現セイコー

エプソン株式会社)入社

(注)３ ―

平成５年６月 セイコーエプソン株式会社デバイ

ス大阪営業部長

平成８年11月 同社電子デバイス営業推進部長

平成９年11月 同社半導体事業管理部長

平成13年11月 野洲セミコンダクター株式会社出

向

平成16年４月 セイコーエプソン株式会社企画渉

外部長

平成17年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役
(常勤)

― 志　賀　　　敬 昭和25年１月20日生

昭和48年４月 当社入社

(注)４ 1

平成10年６月 当社マルチメディア営業部長

平成12年２月 当社営業推進部長

平成13年４月 当社執行役員

平成15年６月 当社監査役室長

平成17年10月

平成19年６月

当社監査室長

当社常勤監査役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

監査役 ― 橋　爪　　　薫 昭和30年８月23日生

昭和55年４月 信州精器株式会社(現セイコーエ

プソン株式会社)入社

(注)３ ―

平成９年11月 同社システムデバイス事業部SD事

業管理部長

平成15年10月 同社情報画像事業本部情報画像事

業管理部長

平成17年４月 同社情報画像事業本部情報画像事

業企画管理部長

平成17年７月 同社経営戦略室経営企画部長

平成18年４月 同社経営管理本部経営管理部長

平成18年６月 当社監査役(現任)

平成19年４月 セイコーエプソン株式会社経営管

理本部副本部長(現任)

合　　計 10

(注) １　監査役喜多勝彦及び橋爪　薫の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

３　監査役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

佐々木　清　得 昭和30年９月30日生

昭和63年４月 第一東京弁護士会弁護士登録

―

西川紀男法律事務所入所

平成14年６月 当社監査役

平成17年６月 当社監査役退任

現在に至る

(注) 　補欠監査役佐々木清得氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、企業価値の継続的な増大を目指すとともに、経営のチェック機能の強化や企業倫理の

遵守を実践し、顧客、株主、従業員などの当社関係者に対する経営の高い透明性と健全性の確保によって、

信頼経営を維持・持続することを、コーポレート・ガバナンスにおける基本的な考え方としております。

(2）会社の機関の内容

当社の取締役会は、審議の充実と意思決定の迅速化の観点から８名の取締役で構成されております。ま

た、平成17年10月１日より取締役の任期を１年としました。これにより年度ごとの業績評価を強化し、取

締役の責任と評価をより明確にしております。

取締役会は毎月１回定期に、必要に応じて臨時に開催され、事業計画、事業再編などの経営上重要な事

項はすべて付議され、業務執行状況についても随時報告されております。特に重要な事項については取締

役会に付議する前に経営審議会において十分な審議を行い、取締役会の意思決定の確度を高めておりま

す。

当社は監査役制度を採用しております。監査役３名のうちの２名は常勤です。これは監査役監査の実効

性を強化すべきとの判断によるものです。

監査役は、取締役会にはすべて出席し、社内の重要な各種会議にも積極的に参加するとともに、監査役

全員で構成される監査役会で決定された監査方針、監査計画に従い、各部門および子会社への監査を行

い、常時、取締役の業務執行を監視しております。監査役会は毎月１回定期に、必要に応じて臨時に開催さ

れ、監査役はその中で、取締役会および社内の重要な会議の内容ならびに各監査役および会計監査人の報

告などをもとに協議し、意見の交換を行っています。また、監査役の監査をサポートするために、監査役専

属のスタッフを配置しております。

当社は、内部監査部門として監査室を設置しております。各部門および子会社の業務執行の適法性、妥

当性、効率性の維持・向上の観点から監査を実施し、適宜、改善提案を行っております。監査結果について

は、社長、被監査部門の担当取締役のみならず監査役にも報告し情報の共有化を図るとともに、監査役と

連携をとりながら効率的な内部監査を実施しております。

コンプライアンス(法令遵守)につきましては、当社のコンプライアンス活動の規準である「社員行動

規範」を定めるとともに、「コンプライアンス・ヘルプライン」を設け社員から直接コンプライアンス

に関する相談・通報を受けられるしくみを整え、法令違反の未然防止に努めております。

今後とも、経営理念、事業の目的等に照らして当社に適したコーポレート・ガバナンスについての検討

を進めてまいります。

(3) 内部統制システムの整備の状況

①　業務執行体制

当社では、業務分掌規程、職務権限規程および関係会社管理規程を制定し、グループ全体の権限配分

を網羅的に定め、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を構築しております。

②　職務の執行に関する情報の保存および管理

当社では、職務の執行に係る情報の保存および管理については、文書管理規程、稟議規程、契約書管理

規程その他関連規程に従って行うものとし、取締役および監査役はこれらの文書等を常時閲覧するこ

とができるものとしております。
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③　遵法経営

(ⅰ) 当社では、遵法経営の基本事項を定める遵法経営基本規程を制定し、組織体制等を定めておりま

す。また、「信頼経営」実践の拠り所として、「企業行動原則」およびこれに基づく「社員行動規

範」を定めております。

(ⅱ) 遵法経営の総括責任者を社長とし、各担当取締役がそれぞれ所管する業務分野における遵法経営

を総括する体制としております。

(ⅲ) 遵法経営を推進する仕組みとして、社内相談・通報窓口「コンプライアンスヘルプライン」、 そ

の他の各種相談窓口を設置するとともに、社員向け研修など各種社内教育を実施しております。

(ⅳ) 社長の下に遵法経営に関する事項を審議する会議体を設置しております。なお、同会議体には常

勤監査役も出席しており、遵法活動の内容について、監査役が確認できる体制となっております。

(ⅴ) 社長は、取締役会に遵法経営に関する事項を報告するとともに、必要に応じ対策を講じます。

(ⅵ) 親会社と親会社以外の株主の利益が実質的に相反するおそれのある親会社との取引その他の施

策を実施するに当たっては、取締役会に付議のうえ、決定することとしております。

④　リスクマネジメント

(ⅰ) 当社は、リスク管理体制を定めるリスク管理基本規程を制定し、組織体制、リスク管理の方法等の

基本事項を定めております。

(ⅱ) リスク管理の総括責任者を社長とし、各担当取締役がそれぞれ所管する業務分野におけるリスク

管理を総括する体制としております。

(ⅲ) 社長の下にリスク管理に関する事項を審議する会議体を設置しております。この会議体において

当社の主要リスクの抽出・評価について定期的に審議し、適切な制御活動を実施してまいります。ま

た、重要リスク発現時には、所定の危機管理プログラムに従い社長の指揮下で全社的に速やかな初動

対応をとる体制としております。

(ⅳ) 社長は、取締役会にリスク管理に関する事項を報告するとともに、必要に応じ対策を講じます。

⑤　監査体制

(ⅰ) 監査役は監査役監査規程に基づき、職務の遂行上必要と判断したときは、取締役および使用人か

らヒアリング等を実施することができます。

(ⅱ) 監査役は経営会議などの重要会議に出席できることとしており、取締役と同レベルの情報に基づ

いた監査が実施できる環境となっております。また、監査役に対し重要会議の議事録等を定期的に回

付することとしております。

(ⅲ) 監査役専属の使用人を配置し、監査業務を補助するものとしており、当該補助者の人事異動・人

事評価等は、監査役会の意見を尊重するものとしております。

(ⅳ) 監査役と内部監査部門および会計監査人との協議を定期的に行うことで、監査の実効性を高める

よう努めております。

(ⅴ) 監査役と代表取締役の定期的な会合を持つことで、監査役自らが業務執行の状況を直接把握でき

る体制となっております。
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(コーポレート・ガバナンス体制の模式図)

　

　

(4) 会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

当社と社外監査役との間には、現在、特別な利害関係はありません。

　

(5) 役員報酬の内容

　

区分

取締役 監査役 計

人数(名)
報酬額
(百万円)

人数(名)
報酬額
(百万円)

人数(名)
報酬額
(百万円)

役員報酬の総額 7 145 2 23 9 168

(注) １　取締役の報酬は、年間総額150百万円以内であります。ただし、使用人兼務取締役の使用人分の給与を含みませ

ん。(株主総会決議　平成６年６月29日)

　　監査役の報酬は、年間総額65百万円以内であります。(株主総会決議　平成12年６月29日)

２　報酬額に記載のほか、使用人兼務取締役の使用人分の給与および賞与39百万円があり、その他の職務遂行の対

価である財産上の利益の額はありません。

３　当期末現在の人員は、取締役７名、監査役３名であります。支給人員が相違しているのは、無報酬の社外監査役

が１名存在しているためであります。

４　上記のほか、平成18年６月29日開催の定時株主総会において退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給決議を行

いましたが、その決議に基づき平成20年６月27日開催の株主総会終結の時をもって退任される取締役に、金

412万円を支給する予定であります。
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(6) 会計監査の状況及び報酬等の額

①　業務を執行した公認会計士の氏名等

　

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

指定社員　業務執行社員 髙　山　　　勉 あずさ監査法人

指定社員　業務執行社員 高　田　重　幸 あずさ監査法人

　

②　監査業務に係る補助者の構成

公認会計士５名、その他10名。

　

③　監査報酬の内容

　

区分 金額(百万円)

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 36

上記以外の業務に基づく報酬 －

　

(7) 取締役の定数

当社の取締役は、９名以内とする旨定款に定めております。

(8) 取締役の選任および解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

なお、解任決議については、会社法と異なる別段の定めはしておりません。

(9) 株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項

当社は、自己の株式の取得について、機動的な対応を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に

より、取締役会の決議をもって、市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めて

おります。

また、取締役の責任免除および監査役の責任免除について、全ての取締役および監査役が職務の遂行

にあたり、期待される役割を十分に発揮することができるように、取締役会の決議によって、会社法第

423条第１項の損害賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、賠償責任額から法令に

定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除することができる旨定款に定めておりま

す。

(10) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数

をもって行う旨定款で定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することに

より、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、あずさ監

査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 11,959 12,269

　２　受取手形及び売掛金 ※４ 16,577 16,421

　３　有価証券 11,992 9,992

　４　棚卸資産 6,650 7,349

　５　繰延税金資産 1,831 1,525

　６　その他 4,717 3,664

　　　流動資産計 53,728 51,224

　　　貸倒引当金 ― △0

　　　流動資産合計 53,72854.2 51,22352.5

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産 ※１

　　１　建物及び構築物 11,870 13,819

　　２　機械装置及び運搬具 17,929 18,521

　　３　工具・器具及び備品 2,346 1,195

　　４　土地 8,483 8,269

　　５　建設仮勘定 1,402 2,569

　　　有形固定資産合計 42,03242.4 44,37545.5

　(2) 無形固定資産 443 0.4 350 0.4

　(3) 投資その他の資産

　　１　投資有価証券 1,634 1,198

　　２　繰延税金資産 1,006 ―

　　３　その他 335 341

　　　投資その他の資産計 2,976 1,539

　　　貸倒引当金 △54 ―

　　　投資その他の資産合計 2,9223.0 1,5391.6

　　　固定資産合計 45,39845.8 46,26647.5

　　　資産合計 99,127100.0 97,489100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 9,559 8,748

　２　短期借入金 4,434 14,314

　３　未払法人税等 155 2,077

　４　未払金 6,910 6,897

　５　賞与引当金 1,412 1,635

　６　その他 1,004 1,206

　　　流動負債合計 23,47623.7 34,88035.8

Ⅱ　固定負債

　１　新株予約権付社債 2,700 ―

　２　長期借入金 10,547 ―

　３　退職給付引当金 7,825 1,419

　４　負ののれん 8,219 5,870

　５　その他 437 2,269

　　　固定負債合計 29,73030.0 9,5609.8

　　　負債合計 53,20653.7 44,44145.6

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 10,913 12,266

　２　資本剰余金 18,718 20,065

　３　利益剰余金 16,201 22,788

　４　自己株式 △128 △160

　　　株主資本合計 45,70446.1 54,96056.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

103 △154

　２　繰延ヘッジ損益 ― △0

　３　為替換算調整勘定 112 △1,757

　　　評価・換算差額等合計 215 0.2 △1,912△2.0

　　　純資産合計 45,92046.3 53,04854.4

　　　負債純資産合計 99,127100.0 97,489100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 92,842100.0 96,709100.0

Ⅱ　売上原価 ※２ 70,51876.0 75,85978.4

　　　売上総利益 22,32424.0 20,84921.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※
１
２

11,34712.2 12,82513.3

　　　営業利益 10,97611.8 8,0248.3

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 79 103

　２　受取配当金 ※３ 227 3,574

　３　負ののれん償却額 2,348 2,348

　４　その他 588 3,2443.5 286 6,3136.5

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 303 312

　２　為替差損 ― 1,365

　３　その他 223 527 0.6 74 1,7521.8

　　　経常利益 13,69314.7 12,58413.0

Ⅵ　特別利益

　１　退職給付制度移行時利益 ― 376

　２　固定資産売却益 ※４ 25 10

　３　子会社清算益 31 57 0.1 ― 387 0.4

Ⅶ　特別損失

　１　テナント退去補償費用 ― 311

　２　固定資産除却損 ※５ 197 167

　３　減損損失 ※６ ― 30

　４　企業年金基金再編費用 ※７ 445 ―

　５　固定資産売却損 ※８ 35 678 0.7 ― 508 0.5

　　　税金等調整前当期純利益 13,07214.1 12,46312.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

148 2,168

　　　法人税等調整額 4,299 4,4484.8 1,867 4,0354.2

　　　当期純利益 8,6249.3 8,4288.7
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 9,560 17,371 7,576 △94 34,414

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 1,353 1,346 2,700

　当期純利益 8,624 8,624

　自己株式の取得 △34 △34

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

1,353 1,346 8,624 △34 11,289

平成19年３月31日残高(百万円) 10,913 18,718 16,201 △128 45,704

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 294 △700 △406 34,008

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 2,700

　当期純利益 8,624

　自己株式の取得 △34

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△191 812 621 621

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△191 812 621 11,911

平成19年３月31日残高(百万円) 103 112 215 45,920
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 10,913 18,718 16,201 △128 45,704

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 1,353 1,346 2,700

　剰余金の配当 △ 1,813 △ 1,813

　当期純利益 8,428 8,428

　自己株式の取得 △ 31 △ 31

　在外子会社の会計処理の

　統一に伴う減少高
△27 △27

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

1,353 1,346 6,587 △ 31 9,256

平成20年３月31日残高(百万円) 12,266 20,065 22,788 △ 160 54,960

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 103 ― 112 215 45,920

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 2,700

　剰余金の配当 △ 1,813

　当期純利益 8,428

　自己株式の取得 △ 31

　在外子会社の会計処理の

　統一に伴う減少高
△27

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△ 257 △0 △ 1,870 △ 2,128 △ 2,128

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△ 257 △0 △ 1,870 △ 2,128 7,127

平成20年３月31日残高(百万円) △ 154 △0 △ 1,757 △ 1,912 53,048
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 13,072 12,463

　２　減価償却費 6,594 7,928

　３　減損損失 ― 30

　４　のれん償却額 △2,304 △2,304

　５　賞与引当金の増減額 1,408 231

　６　退職給付引当金の増減額 △575 △2,867

　７　受取利息及び配当金 △306 △3,678

　８　支払利息 303 312

　９　退職給付制度移行時利益 ― △376

　10　固定資産売却益 △25 △10

　11　子会社清算益 △31 ―

　12　テナント退去補償費用 ― 311

　13　固定資産売却除却損 232 167

　14　企業年金基金再編費用 445 ―

　15　売上債権の増減額 △41 △395

　16　棚卸資産の増減額 △73 △865

　17　仕入債務の増減額 △2,967 △566

　18　その他 △692 △323

　　　　小計 15,038 10,056

　19　利息及び配当金の受取額 61 4,709

　20　利息の支払額 △299 △316

　21　企業年金基金再編費用の支払額 △445 ―

　22　テナント退去補償費用の支払額 ― △311

　23　法人税等の支払額又は還付額 △211 △190

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 14,142 13,947

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　定期預金の払戻による収入 121 ―

　２　有価証券の償還による収入 2,000 ―

　３　有形固定資産の取得による支出 △9,681 △13,460

　４　営業譲受に伴う支出 △940 ―

　５　有形固定資産の売却による収入 261 23

　６　出資金返還による収入 ― 175

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △8,238 △13,261
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の増減額 954 3,111

　２　長期借入金の返済による支出 △2,544 △3,336

　３　自己株式の取得による支出 △34 △31

　４　配当金の支払額 ― △1,813

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △1,624 △2,069

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 92 △305

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 4,372 △1,689

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 19,579 23,952

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 23,952 22,262
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数　　９社

　　　主要な連結子会社名

　　 「第１企業の概況４関係会社の状況」に記載してい

るため省略しております。

　　　なお、前連結会計年度において連結子会社であった

TOYOCOM ASIA PTE.LTD.、東洋通（上海）貿易有限公

司及びTOYOCOM HONG KONG LIMITEDは、会社清算に伴

い、連結の範囲から除外しております。

１　連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数　　８社

　　　主要な連結子会社名

　　 「第１企業の概況４関係会社の状況」に記載してい

るため省略しております。

　　　なお、前連結会計年度において連結子会社であった東

通水晶株式会社は、会社清算に伴い、連結の範囲から

除外しております。

２　持分法の適用に関する事項

　　　該当事項はありません。

２　持分法の適用に関する事項

同左

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　連結子会社のうち、EPSON TOYOCOM(WUXI)CO.,　LTD.の

決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成

にあたっては連結会計年度末日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用しております。なお、その

他の連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度

末日と一致しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４　会計処理基準に関する事項

　(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①有価証券

　　　　満期保有目的の債券

　　　　　償却原価法

４　会計処理基準に関する事項

　(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①有価証券

同左

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により算定)

　　　　　時価のないもの

　　　　　　移動平均法による原価法

―――――― 　　②デリバティブ取引

　　　　時価法

　　②棚卸資産

　　　　主として総平均法又は移動平均法による低価法

　　③棚卸資産

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産

　　　　主として定率法によっております。

　　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備は除く)については、定額法によっておりま

す。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産

　　　　主として定率法によっております。

　　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備は除く)については、定額法によっておりま

す。

（会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法

人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３

月30日　政令第83号））に伴い、当連結会計年度か

ら、平成19年４月１日以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に基づく方法に変更して

おります。

　これに伴い、前連結会計年度と同一の方法によっ

た場合と比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ171百万円減少しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響については、

当該箇所に記載しております。

（追加情報）

　当連結会計年度から、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却する方法によっております。

　これに伴い、前連結会計年度と同一の方法によっ

た場合と比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ199百万円減少しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響については、

当該箇所に記載しております。

　　②無形固定資産

　　　　定額法によっております。

　　　　ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内

における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。

　　②無形固定資産

同左

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

同左
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　　②賞与引当金

　　　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額の当連

結会計年度負担額を計上しております。

　　（追加情報）

　　　　当社は平成19年１月から、親会社であるセイコーエ

プソン株式会社と同一の人事制度に移行しており

ます。制度移行後の賞与支給基準を適用し算出し

た支給見込額の当期負担額を賞与引当金として計

上しております。

　　②賞与引当金

　　　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額の当連

結会計年度負担額を計上しております。

　　

　　③退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。

　　　　過去勤務債務については、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数(５年)による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生時より損益処理しております。

　　　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数(５年)による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理するこ

ととしております。

　　（追加情報）

　　　　当社は平成19年１月から、親会社であるセイコーエ

プソン株式会社の企業年金制度に移行しておりま

す。セイコーエプソン企業年金基金を存続基金と

して当社企業年金基金を合併させ、当社はその実

施事業所となりました。

　　　　この制度変更により、過去勤務債務1,355百万円が発

生しております。

　　　　また、平成19年４月に退職一時金制度を廃止し、確定

拠出企業年金制度に移行しております。

　　③退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。

　なお、平成19年４月に退職一時金制度を廃止し、

確定拠出年金制度に移行しております。

　　　　過去勤務債務については、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生時より損益処理しております。

　　　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理する

こととしております。
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　　外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外子会社等の資産

及び負債は、当連結会計年度末日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び費用は、期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定に含めております。

　(4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

同左

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①ヘッジ会計の方法

　　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ている場合は特例処理を採用しております。

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①ヘッジ会計の方法

　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約

取引については、振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用

しております。

　　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段……金利スワップ取引

　　　ヘッジ対象……キャッシュ・フローが固定され、その

変動が回避されるもの

　　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　（ヘッジ手段）　　　（ヘッジ対象）

為替予約取引　　　　外貨建債権債務、

　　　　　　　　　　外貨建予定取引

金利スワップ取引　　借入金の変動金利

　　③ヘッジ方針

　　　　金利変動による借入債務等の損失可能性を減殺する

目的で行っております。

　　③ヘッジ方針

　　　　外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的

で為替予約取引を行い、また、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワップ取引を行って

おります。

　　④ヘッジの有効性評価の方法

　　　　金利スワップの特例要件に該当するため、ヘッジ効

果は極めて高いことから事前、事後の検証は行っ

ておりません。

　　④ヘッジの有効性評価の方法

　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一

であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して双方

の相場変動が相殺されるため、ヘッジ有効性の評

価は省略しております。

　　⑤リスク管理

　　　　金利スワップ契約の締約等は取締役会の承認に基づ

いております。なお、取引の実行管理は財務経理部

で行っております。

　　⑤リスク管理

　　　　為替予約契約及び金利スワップ契約の締約等は取締

役会の承認に基づいております。なお、取引の実行

管理は財務経理部で行っております。

　(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

　(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　のれん及び負ののれんは、５年間で均等償却しており

ます。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

　　

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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会計処理の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用

指針第８号)を適用しております。

なお従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

45,920百万円であります。

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。

(企業結合に係る会計基準等)

　当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」(企

業会計審議会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に

関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月

27日　企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計

基準委員会　最終改正平成18年12月22日　企業会計基準

適用指針第10号)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示

に関する変更は以下のとおりであります。

(連結貸借対照表)

「連結調整勘定」は、当連結会計年度から「負ののれ

ん」として表示しております。

(連結損益計算書)

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負

ののれん償却額」として表示しております。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「の

れん償却額」として表示しております。

――――――

―――――― (連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い)

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18

年５月17日　実務対応報告第18号）が平成20年３月31日

以前に開始する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用可能になったことに伴い、当連結会計年度から同実

務対応報告を適用しております。

 これにより、利益剰余金が27百万円減少しております。

 なお、これによる当連結会計年度の損益に与える影響

は軽微であります。
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表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結貸借対照表)

　前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表

示しておりました「未払金」(前連結会計年度3,229百万

円)については、負債純資産総額の100分の５超となった

ため、当連結会計年度より区分掲記しております。

 

(連結損益計算書)

　営業外収益のうち、前連結会計年度に区分掲記していた

「為替差益」(当連結会計年度219百万円)については、営

業外収益総額の100分の10以下となったため、営業外収益

の「その他」に含めて表示しております。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

　前連結会計年度に営業活動によるキャッシュ・フロー

に区分掲記していた「未払消費税等の増減額」(当連結

会計年度△1,132百万円)は、重要性が減少したため、当連

結会計年度より営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示しております。

(連結貸借対照表)

　前連結会計年度末において区分掲記しておりました

「繰延税金資産」（当連結会計年度末94百万円）は金額

が僅少となったため、投資その他の資産の「その他」に

含めて表示することに変更しております。

　前連結会計年度末において区分掲記しておりました

「長期借入金」（当連結会計年度末40百万円）は金額が

僅少となったため、固定負債の「その他」に含めて表示

することに変更しております。

――――――
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追加情報

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（役員退職慰労引当金）

　　従来、役員の退職慰労金の支給にそなえ、内規による要

支給額を計上しておりましたが、平成18年６月の定時株

主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止いたし

ました。これにともない、当該総会までの期間に対応す

る役員退職慰労引当金相当額については、「未払金」に

含めて表示しております。

――――――

―――――― （一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針）

　　当連結会計年度より、「一定の特別目的会社に係る開示

に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成19年３

月29日　企業会計基準適用指針第15号）を適用しており

ます。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 79,282百万円

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 83,121百万円

　２　偶発債務

　正規従業員の住宅金融・住宅財形融資制度によ

る銀行からの借入金に対する保証額　　50百万円

　２　偶発債務

　正規従業員の住宅金融・住宅財形融資制度によ

る銀行からの借入金に対する保証額　　49百万円

　３　輸出為替手形割引高 2百万円 　３　輸出為替手形割引高 1百万円

※４　連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

　　　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会

計年度末残高に含まれております。

　　　受取手形　　　　　　　　　　　　 103百万円

――――――
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 3,741百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 4,221百万円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は683百万円であ

ります。

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は2,161百万円であります。

―――――― ※３　受取配当金には匿名組合契約に基づく利益分配

3,557百万円が含まれております。詳細につきまして

は、「第５[経理の状況]１[連結財務諸表等]（1）

[連結財務諸表]　注記事項(開示対象特別目的会社関

係)」に記載しております。

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 25　〃

工具・器具及び備品他 0　〃

計 25百万円
　

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 4百万円

工具・器具及び備品他 6　〃

計 10百万円
　

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 74百万円

機械装置及び運搬具 73　〃

工具・器具及び備品他 49　〃

計 197百万円

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 73百万円

機械装置及び運搬具 38　〃

工具・器具及び備品他 55　〃

計 167百万円

―――――― ※６　当社グループは、原則として、事業用資産について

は、資産に対応して継続的に収支の把握を実施して

いる管理会計上の事業区分、遊休資産については、個

別物件ごとにグルーピングを行っております。

　当社グループは、当連結会計年度において、以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

伊那事業所(長
野県上伊那郡
箕輪町)ほか

遊休資産
機械装置
及び運搬具

30

　　　上記遊休資産については、将来の使用が見込まれてい

ないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を特別損失に計上し、減損損失として表示し

ております。なお、回収可能価額については、合理的

な見積もりに基づき算定した正味売却価額により測

定しております。

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※７　企業年金基金再編費用

　当社は平成16年4月に会社分割により新設した東洋

無線システム株式会社及び、その子会社の東通電子

株式会社(以下二社という)に防衛事業を承継し、同

年５月に同事業を日本電気株式会社に譲渡しまし

た。当期に発生した企業年金基金の再編に伴い、二社

は当社の企業年金基金を移転したため、事業譲渡契

約に基づき、二社に対し移転時の退職給付債務に係

る未認識差異相当額を負担したものであります。

――――――
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※８　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 35百万円

工具・器具及び備品他 0　〃

計 35百万円

――――――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 155,246,174 6,352,939 ― 161,599,113

甲種種類株式（株） 20,000,000 ― ― 20,000,000

計 175,246,174 6,352,939 ― 181,599,113

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　6,352,939株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 203,574 40,687 ― 244,261

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取による増加　40,687株

　
３　配当に関する事項

　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式
甲種種類株式

利益剰余金 906 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 161,599,11326,352,941 ― 187,952,054

甲種種類株式（株） 20,000,000 ― 20,000,000 ―

計 181,599,11326,352,941 20,000,000187,952,054

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

普通株式

　甲種種類株式の取得請求権の行使による新株の発行による増加　20,000,000株

　新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　6,352,941株

甲種種類株式

　取得請求権の行使により取得した自己株式の消却による減少　20,000,000株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 244,261 39,798 ― 284,059

甲種種類株式(株) ― 20,000,000 20,000,000 ―

計 244,261 20,039,798 20,000,000 284,059

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

普通株式

　単元未満株式の買取による増加　39,798株

甲種種類株式

　取得請求権の行使による当該株式の取得による増加　20,000,000株

　取得請求権の行使により取得した当該株式を消却したことによる減少　20,000,000株

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式
甲種種類株式

906 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年10月30日
取締役会

普通株式
甲種種類株式

906 5 平成19年９月30日 平成19年12月６日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 938 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 11,959百万円

有価証券 11,992　〃

現金及び現金同等物 23,952百万円

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 12,269百万円

有価証券 9,992　〃

現金及び現金同等物 22,262百万円

２　営業譲受により増加した資産の主な内訳

　　セイコーエプソン株式会社の光学デバイス事業を譲り

受けたことにより増加した資産の内容と営業譲受に

よる支出の関係は以下のとおりであります。

流動資産 256百万円

固定資産 683　〃

営業譲受に伴う支出 940百万円

――――――

　　

３　重要な非資金取引の内容

　　新株予約権の行使

新株予約権の行使による

資本金増加額
1,353百万円

新株予約権の行使による

資本準備金増加額
1,346　〃

新株予約権の行使による新株予
約権付社債減少額

2,700百万円

３　重要な非資金取引の内容

　　新株予約権の行使

新株予約権の行使による

資本金増加額
1,353百万円

新株予約権の行使による

資本準備金増加額
1,346　〃

新株予約権の行使による新株予
約権付社債減少額

2,700百万円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

機械装置
及び運搬具
(百万円)

工具・器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

30 389 419

減価償却
累計額
相当額

16 241 258

期末残高
相当額

13 147 161

建物及び

構築物

(百万円)

機械装置

及び運搬具

(百万円)

工具・器具

及び備品

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額
相当額

21 22 293 337

減価償却
累計額
相当額

0 9 215 225

期末残高
相当額

20 12 78 111

　　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 79百万円

１年超 81　〃

　合計 161百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 60百万円

１年超 51　〃

　合計 111百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

　支払リース料 130百万円

　減価償却費相当額 130　〃

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

　支払リース料 74百万円

　減価償却費相当額 74　〃

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

　　(借主側)

　　　未経過リース料

１年以内 373百万円

１年超 1,445　〃

　合計 1,819百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　(借主側)

　　　未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 ―　〃

　合計 1百万円
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(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結決算日に
おける
連結貸借
対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結決算日に
おける
連結貸借
対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超えるもの

　①　株式 1,152 1,342 190 346 405 58

　②　債券 ― ― ― ― ― ―

　③　その他 ― ― ― ― ― ―

小計 1,152 1,342 190 346 405 58

連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超えないもの

　①　株式 261 245 △16 1,068 749 △318

　②　債券 ― ― ― ― ― ―

　③　その他 ― ― ― ― ― ―

小計 261 245 △16 1,068 749 △318

合計 1,414 1,587 173 1,415 1,155 △259

　

　

２　時価評価されていない有価証券

　(1) 満期保有目的の債券

　

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

①　コマーシャルペーパー 11,992 9,992

②　割引債券 ― ―

計 11,992 9,992

　

　(2) その他有価証券

　

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 46 42

計 46 42

　

３　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額
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区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

①　債券

　　国債・地方債等 ― ― ― ―

　　社債 ― ― ― ―

　　その他 12,000 ― 10,000 ―

②　その他 ― ― ― ―

計 12,000 ― 10,000 ―
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(デリバティブ取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

　(1) 取引の内容

　　　当社は、金利スワップ取引を利用しております。

１　取引の状況に関する事項

　(1) 取引の内容

　当社は、為替予約取引及び金利スワップ取引を利用

しております。

　(2) 取引に対する取組方針及び取引の利用目的

　デリバティブ取引については、現在、借入金に対す

る変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワッ

プ取引をしているのみであります。

　(2) 取引に対する取組方針及び取引の利用目的

　通貨関連のデリバティブ取引については、主として

外貨建取引の為替相場の変動リスクをヘッジする目

的で為替予約取引をしており、投機目的のデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。

　金利関連のデリバティブ取引については、現在、借

入金に対する変動金利を固定金利に変換する目的で

金利スワップ取引をしているのみであります。

　(3) 取引に係るリスクの内容

　現在、当社の利用しているデリバティブ取引は、変

動金利を固定金利に変換する金利スワップ取引のみ

であり、市場金利の変動によるリスクは有していな

いものと認識しております。また、当社のデリバティ

ブ取引の契約先は、信用度の高い国内の金融機関で

あるため、相手先の契約不履行による信用リスクは

ないものと判断しております。

　(3) 取引に係るリスクの内容

　現在、当社の利用しているデリバティブ取引は、為

替予約取引については為替相場の変動によるリスク

を有しており、金利スワップ取引については変動金

利を固定金利に変換する金利スワップ取引のみであ

り、市場金利の変動によるリスクは有していないも

のと認識しております。なお、当社のデリバティブ取

引の契約先は、いずれも信用度が高く、相手先の契約

不履行による信用リスクはないものと判断しており

ます。

　(4) 取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引は、取締役会の承認に基づいて実

施しております。なお、取引の実行管理は財務経理部

で行っております。

　(4) 取引に係るリスク管理体制

同左

２　取引の時価等に関する事項

　ヘッジ会計を採用しているため、時価の開示は省略し

ております。

２　取引の時価等に関する事項

同左
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、確定給付企業年金制度(基金型)及び退職一時

金制度を採用しております。

　　なお、退職一時金制度については、平成19年４月に廃止

し、確定拠出企業年金制度に移行しております。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、確定給付企業年金制度（基金型）及び確定拠

出年金制度を採用しております。

　　なお、平成19年４月に退職一時金制度を廃止し、確定拠

出年金制度に移行しております。

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 20,335百万円

　(内訳)

②未認識過去勤務債務 1,143　〃

③未認識数理計算上の差異 △1,200　〃

④年金資産 12,567　〃

⑤退職給付引当金 7,825百万円

(注) １　年金資産には、退職給付信託2,872百万円を含め

て記載しております。

　　 ２　一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 17,749百万円

　(内訳)

②未認識過去勤務債務 949　〃

③未認識数理計算上の差異 1,293　〃

④年金資産 14,086　〃

⑤退職給付引当金 1,419百万円

(注)　年金資産には、退職給付信託1,721百万円を含めて

記載しております。

　　 

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 576百万円

②利息費用 360　〃

③期待運用収益 △127　〃

④過去勤務債務の費用処理額 30　〃

⑤数理計算上の差異の費用処理額 △235　〃

⑥臨時に支払った割増退職金等 ―　〃

小計 604百万円

⑦確定拠出年金掛金 13　〃

⑧退職給付費用 618百万円

(注) １　「①勤務費用」は、確定給付企業年金(基金型)

に対する従業員拠出額控除後の金額でありま

す。

　　 ２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「①勤務費用」に計上しております。

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 595百万円

②利息費用 424　〃

③期待運用収益 △290　〃

④過去勤務債務の費用処理額 183　〃

⑤数理計算上の差異の費用処理額 △218　〃

小計 694百万円

⑥確定拠出年金掛金 246　〃

⑦退職給付費用 940百万円

(注)　「①勤務費用」は、確定給付企業年金(基金型)に対

する従業員拠出額控除後の金額であります。

　　 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.5％

③期待運用収益率 主として3.0％

④過去勤務債務の額の処理年数 ５年

　　(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生時より損益処理しております。)

⑤数理計算上の差異の処理年数 ５年

　　(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

することとしております。)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.5％

③期待運用収益率 主として3.2％

④過去勤務債務の額の処理年数 ５年

　　(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生時より損益処理しております。)

⑤数理計算上の差異の処理年数 ５年

　　(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

することとしております。)
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　　繰延税金資産

退職給付引当金 3,162百万円

固定資産(減損及び償却超過) 1,643〃

繰越欠損金 1,098〃

賞与引当金 542〃

退職給付信託(簿価) 426〃

棚卸資産(未実現利益及び評
価減)

221〃

その他 308〃

繰延税金資産小計 7,403百万円

評価性引当額 △149〃

繰延税金資産合計 7,253百万円

繰延税金負債

企業結合時土地評価差額 △2,613百万円

在外連結子会社等未分配利益 △1,254〃

その他有価証券評価差額金 △473〃

その他 △465〃

繰延税金負債合計 △4,807百万円

繰延税金資産の純額 2,446〃

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　　繰延税金資産

固定資産(減損及び償却超過) 2,346百万円

確定拠出年金移換金未払額 829〃

賞与引当金 625〃

退職給付引当金 562〃

退職給付信託(簿価) 437〃

棚卸資産(未実現利益及び評
価減)

311〃

その他 570〃

繰延税金資産小計 5,683百万円

評価性引当額 △124〃

繰延税金資産合計 5,558百万円

繰延税金負債

企業結合時土地評価差額 △2,613百万円

在外連結子会社等未分配利益 △1,353〃

その他有価証券評価差額金 △296〃

その他 △525〃

繰延税金負債合計 △4,788百万円

繰延税金資産の純額 769〃

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

　(調整)

のれん償却額 △7.2％

在外連結子会社等未分配利益 3.9％

評価性引当額 △2.2％

その他 △1.1％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

34.0％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

　(調整)

のれん償却額 △7.5％

その他 △0.7％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

32.4％

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める「水晶機器製

造」の割合がいずれも90％を越えているため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める「水晶機器製

造」の割合がいずれも90％を越えているため、記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

日本
(百万円)

北米
(百万円)

アジア等
(百万円)

計
(百万円)

消　　去
又は全社
(百万円)

連　　結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

92,754 ― 88 92,842 ― 92,842

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

7,803 450 27,588 35,843(35,843) ―

計 100,558 450 27,677128,686(35,843)92,842

　　営業費用 90,837 337 26,744117,918(36,052)81,866

　　営業利益 9,720 113 933 10,767 209 10,976

Ⅱ　資産 65,731 1,733 19,375 86,840 12,286 99,127

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米………アメリカ

(2) アジア等…マレーシア・中国・タイ・インドネシア

３　営業費用は全て各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用はありません。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額

24,870百万円(主なものは現金及び預金、有価証券、及び投資有価証券等であります。)
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

日本
(百万円)

北米
(百万円)

アジア等
(百万円)

計
(百万円)

消　　去
又は全社
(百万円)

連　　結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

96,626 ― 82 96,709 ― 96,709

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

10,232 424 34,665 45,322(45,322) ―

計 106,858 424 34,748142,031(45,322)96,709

　　営業費用 100,049 327 33,700134,077(45,392)88,684

　　営業利益 6,809 96 1,048 7,954 69 8,024

Ⅱ　資産 64,140 1,368 23,257 88,766 8,722 97,489

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米………アメリカ

(2) アジア等…マレーシア・タイ・中国・インドネシア

３　営業費用は全て各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用はありません。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額

23,460百万円(主なものは現金及び預金、有価証券、及び投資有価証券等であります。)

５　会計処理基準等の変更

（会計方針の変更）

　「第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］(1)［連結財務諸表］連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法　①有形固定資産　（会計

方針の変更）」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会年度から、平成

19年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

　これに伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場合と比べ、「日本」の営業費用は171百万円増加し、営業

利益は同額減少しております。

（追加情報）

　「第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］(1)［連結財務諸表］連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法　①有形固定資産　（追加

情報）」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度から、平成19年３月31日以前に取得した

ものについては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却する方法に

よっております。

　これに伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場合と比べ、「日本」の営業費用は199百万円増加し、営業

利益は同額減少しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

北米 欧州 アジア等 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 7,210 7,842 43,272 58,326

Ⅱ　連結売上高(百万円) 92,842

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

7.8 8.4 46.6 62.8

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米………アメリカ

(2) 欧州………ドイツ・ハンガリー

(3) アジア等…シンガポール・香港・台湾・韓国・中国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

北米 欧州 アジア等 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 6,232 6,973 48,763 61,970

Ⅱ　連結売上高(百万円) 96,709

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

6.4 7.2 50.5 64.1

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米………アメリカ

(2) 欧州………ドイツ・ハンガリー

(3) アジア等…香港・シンガポール・台湾・韓国・中国・インド

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(1) 親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
セイコー
エプソン
株式会社

東京都
新宿区

53,204

情報関連機
器、電子デ
バイス、精
密機器など
の開発、製
造、販売

直接　65.86 ―

当社製品
の販売並
びに同社
製品の一
部につき
購入

資金の調達 ―
新株予約
権付社債

2,700

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

　資金の調達については、新株予約権付社債を第三者割当の方法により割り当てております。

　

(2) 兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所 資本金 事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
の子会
社

EPSON
ELECTRONI
CS 
AMERICA,
INC.

アメリ
カ
エルセ
ガンド

千米ドル
10,000

電子デバイ
スの販売

― ―
当社製品
の販売

製品販売 6,233
受取手形
及び
売掛金

1,012

親会社
の子会
社

EPSON
EUROPE
ELECTRONI
CS 
GMBH

ドイツ
ミュン
ヘン

千ユーロ
2,000

電子デバイ
スの販売

― ―
当社製品
の販売

製品販売 5,247
受取手形
及び
売掛金

820

親会社
の子会
社

EPSON
HONG KONG
LTD.

中国
香港

千香港
ドル
2,000

情報関連機
器の販売、
電子デバイ
スの販売

― ―
当社製品
の販売

製品販売 11,912
受取手形
及び
売掛金

2,225

親会社
の子会
社

EPSON
SINGAPORE
PTE.LTD.

シンガ
ポール

千シンガ
ポール
ドル
200

情報関連機
器の販売、
電子デバイ
スの販売

― ―
当社製品
の販売

製品販売 13,839
受取手形
及び
売掛金

1,755

親会社
の子会
社

EPSON
TAIWAN
TECHNOLOG
Y &
TRADING 
LTD.

台湾
台北市

千台湾
ドル
25,000

情報関連機
器の販売、
電子デバイ
スの販売

― ―
当社製品
の販売

製品販売 7,566
受取手形
及び
売掛金

1,148

親会社
の子会
社

SUZHOU
EPSON 
CO.,LTD.

中国
蘇州市

百万
人民元
1,250

電子デバイ
スの製造

― ―
当社製品
の製造

材料・部品
仕入

5,202
支払手形
及び
買掛金

896

親会社
の子会
社

オリエン
ト時計
株式会社

東京都
千代田
区

百万円
1,937

情報関連機
器の製造、
電子デバイ
スの製造

― ―
当社製品
の製造

材料・部品
仕入

3,237
支払手形
及び
買掛金

1,131

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

(2) 営業取引については、市場動向及び当社希望価格をもとに都度交渉の上決定しております。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1) 親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
セイコー
エプソン
株式会社

東京都
新宿区

53,204

情報関連機
器、電子デ
バイス、精
密機器など
の開発、製
造、販売

直接　67.02 ―

当社製品
の販売並
びに同社
製品の一
部につき
購入

新株予約権
の権利行使
による新株
の発行

2,700― ―

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

　新株予約権の権利行使による新株の発行は、親会社であるセイコーエプソン株式会社が、当社が発行した

130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債型新株予約権付社債を１株当たり425円で権利行使した

ことによるものであります。

　

(2) 兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所 資本金 事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
の子会
社

EPSON
ELECTRONI
CS 
AMERICA,
INC.

アメリ
カ
サンノ
ゼ

千米ドル
10,000

電子デバイ
スの販売

― ―
当社製品
の販売

製品販売 5,554
受取手形
及び
売掛金

764

親会社
の子会
社

EPSON
EUROPE
ELECTRONI
CS GMBH

ドイツ
ミュン
ヘン

千ユーロ
2,000

電子デバイ
スの販売

― ―
当社製品
の販売

製品販売 4,584
受取手形
及び
売掛金

808

親会社
の子会
社

EPSON
HONG KONG
LTD.

中国
香港

千香港
ドル
2,000

情報関連機
器の販売、
電子デバイ
スの販売

― ―
当社製品
の販売

製品販売 17,476
受取手形
及び
売掛金

2,352

親会社
の子会
社

EPSON
SINGAPORE
PTE.LTD.

シンガ
ポール

千シンガ
ポール
ドル
200

情報関連機
器の販売、
電子デバイ
スの販売

― ―
当社製品
の販売

製品販売 10,238
受取手形
及び
売掛金

1,213

親会社
の子会
社

EPSON
TAIWAN
TECHNOLOG
Y &
TRADING 
LTD.

台湾
台北市

千台湾
ドル
25,000

情報関連機
器の販売、
電子デバイ
スの販売

― ―
当社製品
の販売

製品販売 9,760
受取手形
及び
売掛金

1,203

親会社
の子会
社

EPSON
TOYOCOM
SUZHOU
CO.,LTD.

中国
蘇州市

百万
人民元
207

水晶機器の
製造、販売

― ―
当社製品
の製造

材料・部品
仕入

6,232
支払手形
及び
買掛金

924

親会社
の子会
社

オリエン
ト時計
株式会社

東京都
千代田
区

百万円
1,937

情報関連機
器の製造、
電子デバイ
スの製造

― ―
当社製品
の製造

材料・部品
仕入

6,665
支払手形
及び
買掛金

637

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

(2) 営業取引については、市場動向及び当社希望価格をもとに都度交渉の上決定しております。
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(開示対象特別目的会社関係)

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要

　当社は、平成14年３月27日に実施した神奈川県川崎市に所有する不動産（以下、「本件不動産」とい

う。）の流動化について、平成19年２月23日開催の当社取締役会において解消を決議いたしました。

　本流動化においては、特例有限会社である特別目的会社（１社）を利用しております。当社は本件不動

産に係る信託受益権を特別目的会社に譲渡することにより資金調達を行い、特別目的会社が行う本件不

動産に関する匿名組合事業に全額出資するとともに、定期建物賃貸借契約により本件不動産を賃借して

おりましたが、平成19年７月３日をもって、特別目的会社から第三者への信託受益権の売却が行われ、定

期建物賃貸借契約についても同日をもって解約しました。また、匿名組合契約についても平成20年２月29

日付けで解約し、匿名組合出資金の返還を受けており、当連結会計年度末現在、将来における損失負担の

可能性はないと判断しております。なお、当社は議決権のある出資等は有しておらず、役員や従業員の派

遣もありません。

　当連結会計年度における特別目的会社との取引金額等は、以下のとおりであります。

　

２　当連結会計年度における特別目的会社との取引金額等

主な取引の金額又
は当連結会計年度
末残高（百万円）

主な損益

項目 金額（百万円）

 匿名組合出資金 ― 受取配当金 3,557

 賃借（リースバック）取引（注） ― 支払リース料 64

(注)　本件不動産に対する解約日までの賃借（リースバック）取引であり、当該取引は通常の賃貸借取引に係る方法に

準じて会計処理しております。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 253.21円１株当たり純資産額 282.67円

１株当たり当期純利益 48.66円１株当たり当期純利益 46.33円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

45.94円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

44.91円

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎

　連結損益計算書上の当期純利益　　　　 8,624百万円

　普通株式に係る当期純利益　　　　　　 8,624百万円

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎

　連結損益計算書上の当期純利益　　　 　8,428百万円

　普通株式に係る当期純利益　　　　　　 8,428百万円

　普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　普通株式の期中平均株式数　　　　　 157,236,676株

　甲種種類株式の期中平均株式数　　　　20,000,000株

　普通株式の期中平均株式数　　 　　　163,707,780株

　甲種種類株式の期中平均株式数　　　　18,196,721株

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた潜在株式の概要

　130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債型

新株予約権付社債(額面金額2,700百万円)

　潜在株式の数　　　　　　　　　　　　 6,352,941株

　詳細については、第５経理の状況１連結財務諸表等(1)

連結財務諸表⑥連結附属明細表の社債明細表に記載のと

おりであります。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた潜在株式の概要

　130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債型

新株予約権付社債

　潜在株式の数　　　　　　　　　　　　 5,780,135株

　詳細については、第５経理の状況１連結財務諸表等(1)

連結財務諸表⑤連結附属明細表の社債明細表に記載のと

おりであります。

　

　

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

エプソントヨコム
㈱

130％コールオプ
ション条項付第３
回無担保転換社債
型新株予約権付社
債　(注)

平成16年
12月13日

2,700 ― ― 無担保
平成21年
12月11日

合計 ― ― 2,700 ― ― ― ―

(注) 　新株予約権付社債の内容

　

発行すべき株式の内容
新株予約権

の発行価額

株式の

発行価格

(円)

発行価額

の総額

(百万円)

新株予約権の行使

により発行した

株式の発行価額の

総額(百万円)

新株予約権

の付与割合

(％)

新株予約権の行使期間
代用払込に

関する事項

当社普通株式 無償 425 5,400 5,400 100
自　平成17年１月４日

至　平成21年12月10日
(注)

(注)　本新株予約権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をな

すべき額の全額の払込とする旨の請求があったものとみなし、かつ当該請求に基づく払込があったもの

とする。

　

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,096 3,826 3.5 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 3,338 10,487 1.5 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

10,547 40 5.5 平成21年

合計 14,982 14,354 ― ―

(注) １　平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額の総額

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

40 ― ― ―

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 8,798 9,450

　２　受取手形 ※５ 1,054 690

　３　売掛金 15,249 15,473

　４　有価証券 11,992 9,992

　５　製品 1,498 2,251

　６　原材料 1,501 1,747

　７　仕掛品 2,303 1,975

　８　貯蔵品 134 148

　９　前渡金 9 13

　10　前払費用 105 141

　11　繰延税金資産 1,620 1,348

　12　未収消費税等 1,825 1,934

　13　未収入金 ※２ 6,428 3,210

　14　関係会社短期貸付金 1,392 2,062

　15　その他 49 29

　　　流動資産計 53,963 50,468

　　　貸倒引当金 ― △0

　　　流動資産合計 53,96360.0 50,46858.0

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産 ※１

　　１　建物 8,673 8,367

　　２　構築物 408 364

　　３　機械及び装置 9,449 8,994

　　４　車両及び運搬具 2 2

　　５　工具・器具及び備品 1,007 976

　　６　土地 1,172 1,172

　　７　建設仮勘定 473 854

　　　有形固定資産合計 21,18823.6 20,73223.9

　(2) 無形固定資産

　　１　借地権 55 55

　　２　商標権 15 13

　　３　ソフトウェア 62 76

　　４　電話加入権 19 19

　　５　その他 2 2

　　　　無形固定資産合計 155 0.2 168 0.2
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　(3) 投資その他の資産

　　１　投資有価証券 1,627 1,194

　　２　関係会社株式 5,201 7,615

　　３　出資金 179 4

　　４　関係会社出資金 1,074 1,074

　　５　従業員長期貸付金 3 1

　　６　関係会社長期貸付金 1,251 2,000

　　７　敷金 68 76

　　８　繰延税金資産 4,706 3,441

　　９　長期前払費用 0 2

　　10　長期未収入金 453 153

　　11　その他 70 18

　　　　投資その他の資産計 14,636 15,582

　　　　貸倒引当金 △54 ―

　　　　投資その他の資産合計 14,58116.2 15,58217.9

　　　　固定資産合計 35,92640.0 36,48342.0

　　　　資産合計 89,890100.0 86,951100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 763 37

　２　買掛金 ※２ 11,282 12,131

　３　一年内返済予定の
　　　長期借入金

3,200 10,400

　４　未払金 ※２ 6,989 6,444

　５　未払費用 547 627

　６　未払法人税等 141 2,073

　７　前受金 19 18

　８　預り金 105 100

　９　賞与引当金 1,163 1,385

　10　その他 4 40

　　　流動負債合計 24,21727.0 33,26038.3

Ⅱ　固定負債

　１　新株予約権付社債 ※２ 2,700 ―

　２　長期借入金 10,400 ―

　３　長期未払金 ― 1,378

　４　退職給付引当金 7,730 1,320

　５　預り敷金・保証金 46 ―

　６　その他 ― 0

　　　固定負債合計 20,87623.2 2,7003.1

　　　負債合計 45,09450.2 35,96041.4
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 10,91312.1 12,26614.1

　２　資本剰余金

　　　　資本準備金 15,611 16,958

　　　　資本剰余金合計 15,61117.3 16,95819.5

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 1,011 1,011

　　(2) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 10,260 10,260

　　　　繰越利益剰余金 6,437 10,221

　　　　利益剰余金合計 17,70919.7 21,49324.7

　４　自己株式 △128△0.1 △160△0.2

　　　株主資本合計 44,10549.0 50,55758.1

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

689 433

　２　繰延ヘッジ損益 ― △0

　　　評価・換算差額等合計 689 0.8 433 0.5

　　　純資産合計 44,79549.8 50,99158.6

　　　負債純資産合計 89,890100.0 86,951100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　売上高 90,341 94,345

　２　不動産賃貸収入 650 90,992100.0 448 94,794100.0

Ⅱ　売上原価 ※３

　１　期首製品棚卸高 1,008 1,498

　２　当期製品製造原価 ※５ 52,497 54,422

　３　当期製品仕入高 18,162 22,283

　　　合計 71,668 78,205

　４　期末製品棚卸高 1,498 2,251

　５　他勘定振替高 ※１ △137 △234

　６　不動産賃貸原価 ※２ 984 71,29078.3 535 76,72480.9

　　　売上総利益 19,70121.7 18,07019.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※
４
５

10,15511.2 11,33712.0

　　　営業利益 9,54610.5 6,7327.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 140 215

　２　受取配当金 ※６ 262 3,610

　３　為替差益 174 ―

　４　その他 ※３ 456 1,0321.1 267 4,0934.3

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 251 202

　２　為替差損 ― 998

　３　その他 123 374 0.4 79 1,2801.3

　　　経常利益 10,20411.2 9,54510.1

Ⅵ　特別利益

　１　退職給付制度移行時利益 ― 376

　２　子会社清算益 452 ―

　３　固定資産売却益 ※７ 6 459 0.5 ― 376 0.4

Ⅶ　特別損失

　１　テナント退去補償費用 ― 311

　２　固定資産除却損 ※８ 187 134

　３　減損損失 ※９ ― 30

　４　企業年金基金再編費用 ※10 445 ―

　５　固定資産売却損 ※11 27 660 0.7 ― 475 0.5

　　　税引前当期純利益 10,00311.0 9,44610.0

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

52 2,137

　　　法人税等調整額 3,968 4,0204.4 1,712 3,8494.1

　　  当期純利益 5,9826.6 5,5975.9
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 ※１ 39,027 61.6 38,145 60.7

Ⅱ　労務費 8,559 13.5 8,738 13.9

Ⅲ　経費 ※２ 15,790 24.9 15,989 25.4

　　当期総製造費用 63,377100.0 62,872100.0

　　期首仕掛品棚卸高 1,560 2,303

合計 64,937 65,175

　　期末仕掛品棚卸高 2,303 1,975

　　他勘定振替高 ※３ 10,137 8,778

　　当期製品製造原価 52,497 54,422

　

前事業年度 当事業年度

(注)　原価計算の方法

　　製品特性・製造工程の類似する製品群を原価計算単位

とする標準総合原価計算を採用しております。

　　標準総合原価計算による実際発生額との差額は原価差

額として税法基準により調整し、製品、仕掛品及び売上

原価に再配賦して処理しております。

(注)　原価計算の方法

同左

　　※１　材料費のうちには関係会社からの仕入高が

26,337百万円含まれております。

　　※１　材料費のうちには関係会社からの仕入高が

18,615百万円含まれております。

　　※２　製造経費のうち主なものは次のとおりでありま

す。

外注加工費 5,924百万円

減価償却費 3,897　〃

試験研究費 945　〃

動力費 836　〃

　　※２　製造経費のうち主なものは次のとおりでありま

す。

外注加工費 5,258百万円

減価償却費 4,155　〃

研究開発費 1,092　〃

動力費 816　〃

　　※３　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

固定資産 4,112百万円

有償支給高 3,775　〃

製品仕入振替高 1,643　〃

販売費及び一般管理費
(試験研究費等)他

606　〃

　　　計 10,137百万円

　　※３　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

有償支給高 5,054百万円

製品仕入振替高 1,708　〃

固定資産 975　〃

販売費及び一般管理費
(研究開発費等)他

1,040　〃

　　　計 8,778百万円
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高
(百万円)

9,560 14,264 14,264 1,011 10,260 454 11,726

事業年度中の変動額

　新株の発行 1,353 1,346 1,346

　当期純利益 5,982 5,982

　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

1,353 1,346 1,346 ― ― 5,982 5,982

平成19年３月31日残高
(百万円)

10,913 15,611 15,611 1,011 10,260 6,437 17,709

　

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(百万円)

△94 35,457 880 880 36,337

事業年度中の変動額

　新株の発行 2,700 2,700

　当期純利益 5,982 5,982

　自己株式の取得 △34 △34 △34

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△190 △190 △190

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△34 8,648 △190 △190 8,457

平成19年３月31日残高
(百万円)

△128 44,105 689 689 44,795
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成19年３月31日残高
(百万円)

10,913 15,611 15,611 1,011 10,260 6,437 17,709

事業年度中の変動額

　新株の発行 1,353 1,346 1,346

　剰余金の配当 △1,813 △1,813

　当期純利益 5,597 5,597

　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

1,353 1,346 1,346 ― ― 3,783 3,783

平成20年３月31日残高
(百万円)

12,266 16,958 16,958 1,011 10,260 10,221 21,493

　

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
(百万円)

△128 44,105 689 ― 689 44,795

事業年度中の変動額

　新株の発行 2,700 2,700

　剰余金の配当 △1,813 △1,813

　当期純利益 5,597 5,597

　自己株式の取得 △31 △31 △31

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△256 △0 △256 △256

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△31 6,452 △256　 △0 △256 6,195

平成20年３月31日残高
(百万円)

△160 50,557 433 △0 433 50,991
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券

　　償却原価法

　子会社株式

　　移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

同左

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

　なお、評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定しておりま

す。

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

―――――― ２　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

　　時価法

２　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　製品・仕掛品

　　総平均法による低価法

３　棚卸資産の評価基準及び評価方法

同左

　原材料・貯蔵品

　　総平均法又は移動平均法による低価法

　

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建

物附属設備は除く)については、定額法によっており

ます。

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　主として定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物　

（建物附属設備は除く）については、定額法によっ

ております。

（会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する

法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税

法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　

政令第83号））に伴い、当事業年度から、平成19年４

月１日以降に取得したものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更しております。

　これに伴い、前事業年度と同一の方法によった場合

と比べ、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は

それぞれ171百万円減少しております。

（追加情報）

　当事業年度から、平成19年３月31日以前に取得した

ものについては、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却する方

法によっております。

　これに伴い、前事業年度と同一の方法によった場合

と比べ、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は

それぞれ198百万円減少しております。
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(2) 無形固定資産

　　　定額法によっております。

　ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社

内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。

　(2) 無形固定資産

同左

　

　(3) 長期前払費用

　　　定額法によっております。

　(3) 長期前払費用

同左

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

６　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期負

担額を計上しております。

　　（追加情報）

　　　　当社は平成19年１月から、親会社であるセイコーエ

プソン株式会社と同一の人事制度に移行しており

ます。制度移行後の賞与支給基準を適用し算出し

た支給見込額の当期負担額を賞与引当金として計

上しております。

　(2) 賞与引当金

　　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期負

担額を計上しております。

　　

　(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末

において発生していると認められる額を計上してお

ります。

　過去勤務債務については、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５年)によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生時より損

益処理しております。

　数理計算上の差異については、各期の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した額をそれぞれの発生の

翌期から損益処理することとしております。

(追加情報)

　当社は平成19年１月から、親会社であるセイコーエ

プソン株式会社の企業年金制度に移行しておりま

す。セイコーエプソン企業年金基金を存続基金とし

て当社企業年金基金を合併させ、当社はその実施事

業所となりました。

　この制度変更により、過去勤務債務1,355百万円が

発生しております。

　また、平成19年４月に退職一時金制度を廃止し、確

定拠出企業年金制度へ移行しております。

　(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末

において発生していると認められる額を計上してお

ります。

　なお、平成19年４月に退職一時金制度を廃止し、確

定拠出年金制度に移行しております。

　過去勤務債務については、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５年)によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生時より損

益処理しております。

　数理計算上の差異については、各期の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した額をそれぞれの発生の

翌期から損益処理することとしております。
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

６　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

７　リース取引の処理方法

同左

７　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ている場合は特例処理を採用しております。

８　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予

約取引については、振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしている場合は特例処理を採用して

おります。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ取引

　ヘッジ対象…キャッシュ・フローが固定され、その

変動が回避されるもの

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　（ヘッジ手段）　　　　（ヘッジ対象）

　　為替予約取引　　　　　外貨建債権債務、

　　　　　　　　　　　　　外貨建予定取引

　　金利スワップ取引　　　借入金の変動金利

　(3) ヘッジ方針

　金利変動による借入債務等の損失可能性を減殺す

る目的で行なっております。

　(3) ヘッジ方針

　外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目

的で為替予約取引を行い、また、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワップ取引を行ってお

ります。

　(4) ヘッジの有効性評価の方法

　金利スワップの特例要件に該当するため、ヘッジ効

果が極めて高いことから事前、事後の検証は行なっ

ておりません。

　(4) ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同

一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して双方

の相場変動が相殺されるため、ヘッジ有効性の評価

は省略しております。

　(5) リスク管理

　金利スワップ契約の締約等は取締役会の承認に基

づいております。なお、取引の実行管理は財務経理部

で行っております。

　(5) リスク管理

　為替予約契約及び金利スワップ契約の締約等は取

締役会の承認に基づいております。なお、取引の実行

管理は財務経理部で行っております。

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

９　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。

なお従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

44,795百万円であります。

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

――――――

(企業結合に係る会計基準等)

　当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業会

計審議会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日　

企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委

員会　最終改正平成18年12月22日　企業会計基準適用指

針第10号)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　

追加情報

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員退職慰労引当金)

従来、役員の退職慰労金の支給にそなえ、内規による

要支給額を計上しておりましたが、平成18年６月の定時

株主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止いた

しました。これにともない、当該総会までの期間に対応

する役員退職慰労引当金相当額については、「未払金」

に含めて表示しております。

――――――
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 60,661百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額 63,809百万円

※２　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

未収入金 4,486百万円

買掛金 4,316　〃

未払金 978　〃

新株予約権付社債 2,700　〃

※２　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

未収入金 2,065百万円

買掛金 5,310　〃

３　偶発債務

(1) 銀行借入に対する保証債務

EPSON TOYOCOM(THAILAND)LTD.1,345百万円

　　　　　　　　　　(230百万円、303百万バーツ)

(2) 正規従業員の住宅金融・住宅財形

融資制度による銀行からの借入金

に対する保証額　　　　　　　　　　50百万円

３　偶発債務

(1) 銀行借入に対する保証債務

EPSON TOYOCOM(THAILAND)LTD.1,060百万円

　　　　　　　　　　(333百万バーツ)

EPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD.727百万円

(1百万ドル、18百万マレーシアリンギット)

(2) 正規従業員の住宅金融・住宅財形

融資制度による銀行からの借入金

に対する保証額　　　　　　　　　　49百万円

　４　輸出為替手形割引高　　　　　　　　　 2百万円 　４　輸出為替手形割引高　　　　　　　　　 1百万円

※５　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。

　　　なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が、期末残高に含まれております。

　　受取手形　　　　　　　　　　　　　 　103百万円

――――――
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費他 △137百万円

※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費他 △234百万円

※２　不動産賃貸原価の主なものは、次のとおりでありま

す。

賃借料 370百万円

減価償却費 154　〃

※２　不動産賃貸原価の主なものは、次のとおりでありま

す。

減価償却費 178百万円

※３　関係会社に係る注記

　　　関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま

す。

仕入高 26,337百万円

その他営業外収益 217　〃

※３　関係会社に係る注記

　　　関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま

す。

仕入高 35,914百万円

※４　販売費及び一般管理費

　(1) 主要な費目及び金額は次のとおりであります。

荷造運送費 989百万円

給料手当 2,613　〃

賞与引当金繰入額 357　〃

減価償却費 176　〃

※４　販売費及び一般管理費

　(1) 主要な費目及び金額は次のとおりであります。

荷造運送費 964百万円

給料手当 2,810　〃

賞与引当金繰入額 420　〃

減価償却費 202　〃

研究開発費 1,069　〃

　(2) 販売費に属する費用のおおよその割合は32.1％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

　　67.9％であります。

　(2) 販売費に属する費用のおおよその割合は36.3％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

　　63.7％であります。

※５　一般管理費に含まれる研究開発費は683百万円であ

ります。

※５　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は2,161百万円であります。

―――――― ※６　受取配当金には匿名組合契約に基づく利益分配

3,557百万円が含まれております。詳細につきまして

は、「第５[経理の状況]１[連結財務諸表等]（1）

[連結財務諸表]　注記事項(開示対象特別目的会社関

係)」に記載しております。

※７　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械及び装置 6百万円

　　　計 6百万円

――――――

　　　

※８　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 73百万円

機械及び装置 68　〃

車両及び運搬具 0　〃

工具・器具及び備品他 45　〃

　　　計 187百万円

※８　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 73百万円

機械及び装置 33　〃

車両及び運搬具 0　〃

工具・器具及び備品他 26　〃

　　　計 134百万円

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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―――――― ※９　当社は、原則として、事業用資産については、資産に

対応して継続的に収支の把握を実施している管理会

計上の事業区分、遊休資産については、個別物件ごと

にグルーピングを行っております。

　当社は、当事業年度において、以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

伊那事業所(長
野県上伊那郡
箕輪町)ほか

遊休資産
機械装置
及び運搬具

30

　　　上記遊休資産については、将来の使用が見込まれてい

ないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を特別損失に計上し、減損損失として表示し

ております。なお、回収可能価額については、合理的

な見積もりに基づき算定した正味売却価額により測

定しております。

※10　企業年金基金再編費用

　当社は平成16年4月に会社分割により新設した東洋

無線システム株式会社及び、その子会社の東通電子

株式会社(以下二社という)に防衛事業を承継し、同

年５月に同事業を日本電気株式会社に譲渡しまし

た。当期に発生した企業年金基金の再編に伴い、二社

は当社の企業年金基金を移転したため、事業譲渡契

約に基づき、二社に対し移転時の退職給付債務に係

る未認識差異相当額を負担したものであります。

――――――

 

※11　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械及び装置 27百万円

工具・器具及び備品他 0　〃

　　　計 27百万円

――――――
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 203,574 40,687 ― 244,261

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取による増加　40,687株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 244,261 39,798 ― 284,059

甲種種類株式(株) ― 20,000,000 20,000,000 ―

計 244,261 20,039,798 20,000,000 284,059

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

普通株式

　単元未満株式の買取による増加　39,798株

甲種種類株式

　取得請求権の行使による当該株式の取得による増加　20,000,000株

　取得請求権の行使により取得した当該株式を消却したことによる減少　20,000,000株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

機械装置
及び運搬具
(百万円)

工具・器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

24 256 281

減価償却
累計額
相当額

14 145 159

期末残高
相当額

10 111 121

　　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

建物及び

構築物

(百万円)

機械装置

及び運搬具

(百万円)

工具・器具

及び備品

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額
相当額

21 17 215 254

減価償却
累計額
相当額

0 6 158 166

期末残高
相当額

20 10 56 87

　　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 60百万円

１年超 61　〃

　合計 121百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 46百万円

１年超 40　〃

　合計 87百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

　　支払リース料 101百万円

　　減価償却費相当額 101百万円

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

　　支払リース料 60百万円

　　減価償却費相当額 60百万円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

　　(借主側)

　　 未経過リース料

１年以内 373百万円

１年超 1,445　〃

　合計 1,819百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　(借主側)

　　 未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 ―　〃

　合計 1百万円
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(有価証券関係)

前事業年度及び当事業年度における子会社株式で時価のあるものはありません。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 2,961百万円

固定資産(減損及び償却超過) 1,819〃

繰越欠損金 809〃

賞与引当金 472〃

退職給付信託(簿価) 426〃

棚卸資産評価減 215〃

その他 232〃

繰延税金資産小計 6,936百万円

評価性引当額 △123〃

繰延税金資産合計 6,813百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △471百万円

その他 △15〃

繰延税金負債合計 △487百万円

繰延税金資産の純額 6,326〃
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

固定資産(減損及び償却超過) 2,346百万円

確定拠出年金移換金未払額 829〃

賞与引当金 563〃

退職給付信託(簿価) 437〃

退職給付引当金 424〃

棚卸資産評価減 297〃

その他 320〃

繰延税金資産小計 5,219百万円

評価性引当額 △124〃

繰延税金資産合計 5,095百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △296百万円

その他 △9 〃

繰延税金負債合計 △305百万円

繰延税金資産の純額 4,789〃
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるた

め注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 247.00円１株当たり純資産額 271.71円

１株当たり当期純利益 33.76円１株当たり当期純利益 30.77円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

31.87円

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎

　損益計算書上の当期純利益　　　　　　 5,982百万円

　普通株式に係る当期純利益　　　　　　 5,982百万円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

29.82円

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎

　損益計算書上の当期純利益　　　　　　 5,597百万円

　普通株式に係る当期純利益　　　　　　 5,597百万円

　普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　普通株式の期中平均株式数　　　　　 157,236,676株

　甲種種類株式の期中平均株式数　　　　20,000,000株

　普通株式の期中平均株式数　　　　　 163,707,780株

　甲種種類株式の期中平均株式数　　　  18,196,721株

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた潜在株式の概要

　130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債型

新株予約権付社債(額面金額2,700百万円)

　潜在株式の数　　　　　　　　　　　　 6,352,941株

　詳細については、第５経理の状況１連結財務諸表等(1)

連結財務諸表⑥連結附属明細表の社債明細表に記載のと

おりであります。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた潜在株式の概要

　130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債型

新株予約権付社債

　潜在株式の数　　　　　　　　　　　　 5,780,135株

　詳細については、第５経理の状況１連結財務諸表等(1)

連結財務諸表⑤連結附属明細表の社債明細表に記載のと

おりであります。

　

(重要な後発事象)

連結財務諸表における(重要な後発事象)の項に記載のとおりであります。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

日本電気硝子㈱ 218,295 336

㈱横浜銀行 303,337 205

住友信託銀行㈱ 272,286 186

㈱りそなホールディングス 633 105

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 97,440 83

㈱大和証券グループ本社 81,954 70

㈱三井住友フィナンシャルグループ 88 57

三菱電機㈱ 50,000 43

㈱国際電気通信基礎技術研究所 380 19

三井住友海上火災保険㈱ 10,900 10

その他15社15銘柄 305,302 75

計 1,340,615 1,194

　

　

【債券】

　

銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券
　

満期保有目的の
債券

(コマーシャルペーパー)
コンチェルト・レシーバブルズ・
コーポレーション
　

5,000 4,995

クレセール・アセット・ファンディ
ング・コーポレーション
　

4,000 3,997

ネクサス・アセット・ファンディン
グ・コーポレーション

1,000 999

計 10,000 9,992
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 27,733 653 233 28,153 19,785 890 8,367

　構築物 1,838 6 21 1,823 1,459 45 364

　機械及び装置 43,0562,925 976 45,005 36,0103,234 8,994

(30)

　車両及び運搬具 19 ― 0 18 16 0 2

　工具・器具
　及び備品

7,554 464 505 7,514 6,537 450 976

　土地 1,172 ― ― 1,172 ― ― 1,172

　建設仮勘定 473 3,230 2,849 854 ― ― 854

有形固定資産計 81,8497,279 4,58684,542 63,8094,621 20,732

無形固定資産

　借地権 55 ― ― 55 ― ― 55

　商標権 18 ― ― 18 4 1 13

　ソフトウェア 380 35 303 112 35 21 76

　電話加入権 19 ― ― 19 ― ― 19

　その他 3 ― ― 3 1 0 2

無形固定資産計 477 35 303 209 41 23 168

長期前払費用 119 3 120 2 ― 0 2

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)　当期増加額のうち主な内訳は次のとおりであります。

建物 秋田オリエント精密　造排水処理用設備 482百万円

機械及び装置 ジャイロセンサ生産設備 1,038  〃　

KHz帯水晶振動子生産設備 991　〃

TCXO・VCXO生産設備 463　〃

SAWフィルタ生産設備 226　〃

OLPF・プリズム生産設備 67　〃

工具・器具及び備品 TCXO・VCXO生産設備 180　〃

KHz帯水晶振動子生産設備 94　〃

建設仮勘定 有形固定資産の増加に対応するもの 3,230　〃

　

当期減少額のうち主な内訳は次のとおりであります。

建物 川崎ビル建物附属設備除却 172百万円

機械及び装置 生産設備の海外子会社移管分 278　〃

TCXO・VCXO生産設備除却 265　〃

建設仮勘定 有形固定資産本勘定への振替 2,848  〃

なお、当期減少額のうち（　）内は内書きで減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 54 0 54 ― 0

賞与引当金　　     1,163 1,385 1,163 ― 1,385
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 1

預金

　当座預金 5,444

　普通預金 2

　定期預金 4,000

　別段預金 2

計 9,448

合計 9,450

　

②　受取手形

相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

　古野電気㈱ 152

　ソニーサプライチェーンソリューション㈱ 151

　㈱福島セコニック 103

　ソニーセミコンダクタ九州㈱ 64

　青森リバーテクノ㈱ 38

　その他 178

計 690

　

期日別内訳

　

決済期日 金額(百万円)

　平成20年４月 239

　　　〃　５月 168

　　　〃　６月 184

　　　〃　７月 94

　　　〃　８月 2

計 690
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③　売掛金

相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

　EPSON HONG KONG LTD. 2,352

　EPSON SINGAPORE PTE.LTD. 1,213

　EPSON TAIWAN TECHNOLOGY & TRADING LTD. 1,203

　㈱日立メディアエレクトロ二クス 1,028

　EPSON EUROPE ELECTRONICS GMBH 808

　その他 8,866

計 15,473

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(百万円)
　
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
　
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
　
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
　
(Ｄ)

回収率(％)
　

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

15,249 94,794 94,570 15,473 85.9 59.3

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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④　製品
　

区分 金額(百万円)

　QZビジネスユニット 1,132

　ATビジネスユニット 903

　SAWビジネスユニット 41

　オプトビジネスユニット 174

計 2,251

　

⑤　原材料
　

区分 金額(百万円)

　QZビジネスユニット 555

　ATビジネスユニット 673

　SAWビジネスユニット 134

　オプトビジネスユニット 380

　その他 3

計 1,747

　

⑥　仕掛品
　

区分 金額(百万円)

　QZビジネスユニット 577

　ATビジネスユニット 678

　SAWビジネスユニット 163

　オプトビジネスユニット 554

計 1,975

　

⑦　貯蔵品
　

区分 金額(百万円)

　QZビジネスユニット 100

　ATビジネスユニット 12

　SAWビジネスユニット 9

　オプトビジネスユニット 10

　その他 14

計 148

　

EDINET提出書類

エプソントヨコム株式会社(E01791)

有価証券報告書

 94/104



⑧　関係会社株式

　

銘柄 金額(百万円)

　(子会社株式)

　EPSON TOYOCOM(THAILAND)LTD. 3,637

　EPSON TOYOCOM SEATTLE,INC. 1,485

　PT.EPSON TOYOCOM INDONESIA 1,252

　EPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD. 1,171

　トヨコム商事株式会社 34

　TOYOCOM U.S.A.,INC. 24

　株式会社トヨコムシステムズ 10

計 7,615

　

⑨　支払手形

相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

　江東電気㈱ 14

　サンコースプリング㈱ 5

　映光産業㈱ 4

　㈱リンペイ 4

　KOA㈱ 3

　その他 6

計 37

　

期日別内訳

　

決済期日 金額(百万円)

　平成20年４月 13

　　　〃　５月 6

　　　〃　６月 8

　　　〃　７月 7

　　　〃　８月 1

計 37
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⑩　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

　EPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD. 3,323

　NECリース㈱ 1,562

　京セラ㈱ 1,159

　EPSON TOYOCOM(THAILAND)LTD. 1,113

　EPSON TOYOCOM SUZHOU CO.,LTD. 924

　その他 4,047

計 12,131

(注)　NECリース㈱に対する買掛金は、一括ファクタリング取引に関する契約に基づき当社取引先が当社に対する債権を

NECリース㈱に譲渡した結果発生したものであります。

　

⑪　一年内返済予定の長期借入金

　

借入先 金額(百万円)

　㈱みずほコーポレート銀行 5,200

　㈱三井住友銀行 2,600

　㈱三菱東京UFJ銀行 1,560

　住友信託銀行㈱ 1,040

計 10,400

　

⑫　未払金

　

相手先 金額(百万円)

　NECリース㈱ 1,459

　資産管理サービス信託銀行㈱ 680

　セイコーエプソン㈱ 359

　㈱エプソンロジスティクス 298

　その他 3,645

計 6,444

(注)　NECリース㈱に対する未払金は、一括ファクタリング取引に関する契約に基づき当社取引先が当社に対する債権を

NECリース㈱に譲渡した結果発生したものであります。
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券　500株券　1,000株券　10,000株券及び100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 株券１枚につき300円

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし

　
(注) 当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行

使することができない。

　　(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 
　

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第83期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月29日
関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書 (第84期中)
　

自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

　
平成19年12月18日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

エプソントヨコム株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　　山　　　　　勉　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　高　　田　　重　　幸　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエプソントヨコム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、エプソントヨコム株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

エプソントヨコム株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　　山　　　　　勉　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　高　　田　　重　　幸　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているエプソントヨコム株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、エプソントヨコム株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

エプソントヨコム株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　　山　　　　　勉　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　高　　田　　重　　幸　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエプソントヨコム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、エプソントヨコム株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

エプソントヨコム株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　　山　　　　　勉　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　高　　田　　重　　幸　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているエプソントヨコム株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第84期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、エプソントヨコム株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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